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はじめに
東京の水道は、明治 31年（1898年）に近代水道として淀橋浄水場から通水を開始し、令和 5年（2023年）
12月に 125周年を迎えました。
通水開始以来、東京都水道局は高品質な水道水を常に安定して供給するため、水源の確保や施設の整備拡充
などの施策を推進してきました。その結果、今日では、世界でも有数の規模となる水道事業に発展しています。
一方で、水道事業に対するお客さまの期待は大きく、近年では安全でおいしい水の供給や震災対策、環境へ
の配慮など、より質の高いサービスが求められています。
このような中で、東京都水道局は、ハード・ソフト両面にわたり、より信頼性の高い水道システムを構築し
ていくとともに、質の高い水道サービスを展開し、お客さまに喜ばれる水道を目指します。
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東京都水道局（以下「水道局」という。）は、23区及び多摩地区 26市町の存する区域を合わせた約 1,239 平方
キロメートルの区域、1,376 万人の都民に水道水を供給しているほか、給水区域に含まれていない武蔵野市、昭島
市及び羽村市（以下「未統合市」という。）に対して暫定分水を行っています。
令和６年 3月末現在、浄水場の施設能力は日量 684万立方メートル、配水管の延長は 2万 7,520 キロメートル、
保有する水源量は日量約 680万立方メートルとなっています。
また、令和５年度における年間総配水量は、15億 2,663 万立方メートル、一日最大配水量は約 448万立方メー
トルとなっています。

【基本事項】
	 （令和６年 3月末現在）
事業開始
年月日

創設認可 明治 23年（1890年）7月 5日
供用開始 明治 31年（1898年）12月 1日

給水区域面積（注） 1,239k㎡
給水人口（注） 13,755 千人
給水件数（注） 8,021 千件
水源量 680万㎥ /日
施設能力 684万㎥ /日
配水管延長 27,520km
職員数 3,555 人

（区部及び都営水道 26市町）
注　給水区域面積、給水人口及び給水件数は、令和５年 10月 1日現在

【主要都市の水道との比較】
	 （令和５年度）

都市名
項目 東京都 札幌市 横浜市 名古屋市 大阪市 福岡市

基
本
事
項

給水人口	 （人） 13,789,431	 1,958,377	 3,753,688	 2,456,017	 2,777,328	 1,587,857	
導送配水管延長	 （km） 28,307	 6,163	 9,467	 8,620	 5,221	 4,234	
給水戸数	 （戸） 8,082,755	 995,176	 1,952,862	 1,383,746	 1,716,178	 958,017	
職員数	 （人） 3,555	 653	 1,559	 1,310	 1,281	 589	
給水施設能力	 （㎥ /日） 6,844,500	 699,600	 1,820,000	 1,424,000	 2,430,000	 780,987	
一日最大配水量	 （㎥） 4,476,500	 572,300	 1,174,000	 792,902	 1,167,100	 458,533	
一日平均配水量	 （㎥） 4,171,100	 522,400	 1,102,800	 739,900	 1,101,400	 422,000	
料金（口径 20mm･24㎥）	 （円・税込） 3,478	 4,664	 4,130	 3,847	 2,657	 4,424	
給水原価	 （円 /㎥・税込） 237.16	 181.97	 191.67	 190.23	 150.93	 207.99	

経
営
指
標

施設利用率	 （%） 60.9	 74.7	 60.6	 52.0	 45.3	 54.0	
有収率	 （%） 95.5	 93.7	 92.4	 95.2	 90.5	 96.0	
職員一人当たり有収水量	 （千㎥） 476.3	 311.6	 284.5	 220.7	 284.9	 312.1	
総収支比率	 （%） 100.6	 128.1	 110.6	 99.1	 118.0	 118.5	
自己資本構成比率	 （%） 82.9	 82.2	 67.9	 72.4	 72.7	 70.4	

（「地方公営企業決算状況調査」による）
有収率　　　　　:	配水した水のうち、料金の対象となった水の割合で、数値が高いほどよいとされます。
総収支比率　　　:	経営の安定のためには、この値が、利益が発生していることを示す 100%以上であることが必要です。
自己資本構成比率 :	総資本に占める自己資本の割合で、この率が高まると財政は安定します。

【海外都市の水道との比較】
都市名

項目 東　　京 ロンドン ニューヨーク パ　　リ
給水人口	 （万人） 1,376 1,038 883 220
管路延長	 （km） 28,307 31,927 11,095 2,463
職員数	 （人） 3,555 7,859 5,533 900
一日平均配水量	 （千㎥ /日） 4,171 2,574 3,775 481
（注 1）東京は令和５年度値（給水人口は、令和５年 10月 1日現在）
（注 2）各海外都市は、令和６年度の当局の調査で各都市における主要な水道事業体ホームページ等から収集した数値
（注 3）ロンドンの管路延長及び職員数には、ロンドン近隣地域及び下水道分を含む。
（注 4）ニューヨークの職員数には下水道分を含む。

【配水量】
（令和５年度）

年間総配水量 1,526,632 千㎥
一日平均配水量 4,171 千㎥

一日最大配水量（令和５年７月 11日） 4,477 千㎥
（区部及び都営水道 26市町（未統合市への分水量を含む。））

東京の水道の概要1
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東京の水道水源と浄水場別給水区域東京の水道水源と浄水場別給水区域東京の水道水源と浄水場別給水区域
～暮らしと都市を結ぶ水道～

や 　 ぎ 　さわ

あいまた

お   ごう   ち

し ろ や ま

ふ  た  せ

な  ら  また

そのはら

くさ　き

116m

S51～R12

ぜき

それぞれの給水する区域は工事に伴う運用状況等により変わります。（令和 6 年 3 月末時点）

金町系
金町・三郷系
金町・三郷・朝霞・三園系
金町・三郷・朝霞・三園・東村山系
金町・三郷・朝霞・三園・東村山・境系
金町・三郷・朝霞・三園・境・砧・長沢系
金町・三郷・朝霞・三園・砧・長沢系
金町・三郷・三園・境系
三郷・朝霞・三園・東村山系
三郷・朝霞・三園・東村山・小作系
三郷・朝霞・三園・砧・長沢系
三郷・朝霞・三園・境・砧・長沢系
朝霞・三園系
三園系
東村山系
東村山・小作系
東村山・長沢系
小作系
奥多摩系
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都の水道事業は、明治 31年（1898 年）に近代水道として通水を開始し、都民生活と首都東京の都市活動を支
える基幹ライフラインとして、安定給水のために必要な施設整備を着実に推進しながら、継続的に経営努力を行い、
健全な経営基盤を確立し、使命を果たしてきました。さらに、全国に先駆けて市町営水道の一元化を進め、今日では、
給水人口約 1,350 万人（平成 30年度時点）という日本最大の水道事業者として、広域水道としての一体性と責任
を確保しつつ、効率的な事業運営に努めています。
一方で、都の人口推計では、令和 7年（2025年）をピークに都の人口も減少に転じ、令和 42年（2060年）にはピー
ク時から約 16パーセント減少するとされています。人口減少は、水道料金の収入の減少に直結し、施設整備など、
水道事業に不可欠な経費の不足につながります。
こうした人口減少に加え、環境危機やテクノロジーの急激な進展、水道法の改正を契機とした広域連携や官民連
携の取組が全国の水道事業体で進むことが見込まれるなど、東京水道をめぐる状況は、今後、激変し、かつて経験
したことのない局面を迎えることになります。

策定の目的
東京水道が将来とも持続可能な事業運営を行っていくためには、このような状況変化に柔軟に対応できる新しい
発想をもって、今後一斉に更新時期を迎える大規模浄水場の整備や管路の維持管理、お客さまサービスの更なる向
上、それに水道事業を支える人材の確保・育成など、事業の根幹に関わる課題解決のための対策を着実に進めてい
かなければなりません。
水道局では、これまで 3年から 5年ごとに経営プラン（中期経営計画）を策定し事業を実施してきました。しか
し、東京水道の置かれたこうした立場を考えれば、今後は、単に 5年ごとの視点ではなく、さらに先を見据えた長
期の経営方針を立て、目指すべき目標を明らかにした上で事業を戦略的に進めていく必要があります。
そこで、水道局では、今後の中期経営計画の「羅針盤」として、外部の有識者で構成する「東京都水道事業運営
戦略検討会議」での議論や、都の「『未来の東京』戦略ビジョン」の内容を踏まえ、今後の状況変化を予測、分析
しつつ、おおむね 2040年代を見据えた将来構想である「持続可能な東京水道の実現に向けて　東京水道長期戦略
構想 2020」を策定しました。

長期構想の位置づけと期間
「持続可能な東京水道の実現に向けて　東京水道長期戦略構想 2020」は、東京水道が目指すべき将来の姿と、
その実現に向けた取組の方向性を示す基本構想で、今後の事業運営全般についての基本的な方針となるものです。
期間は、都の人口推計に合わせ、令和 42年（2060 年）までの水道需要、施設整備、業務運営体制及び財政収
支を推計するとともに、2040年代を視野に、おおむね 20年間の事業運営について示しています。

持続可能な東京水道の実現に向けて
東京水道長期戦略構想 20202

<基本理念>
東京水道は、グループ職員の総力を結集して持続可能な水道事業の実現に取り組んでいきます。
　○	東京水道は、都民生活と首都東京の都市活動を支える基幹ライフラインとして、安全でおいしい高品質な水
を安定して供給していきます。

　○	東京水道は、時代に即した技術やサービスを取り入れ、お客さまから信頼が得られる事業運営を進めていき
ます。

　○	東京水道は、都の広域水道としての一体性と責任を確保しつつ、経営基盤の強化を図り、健全な経営に努め
ていきます。
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事業運営の考え方
都の水道事業が独立採算制の下、都の広域水道としての一体性と責任を確保しつつ、将来にわたり必要不可欠な
サービスを提供していくためには、公共性の維持と経営効率化の観点に立った業務運営が必要です。
そのため、引き続き、水道局と政策連携団体が水道事業の基幹的業務を担うグループ経営を推進していくことと
し、持続可能な水道事業の実現に向けた第一歩として、東京水道サービス株式会社と株式会社 PUCを統合し、東
京水道株式会社として業務を開始することで、東京水道の経営基盤の強化を図りました。

目指すべき姿と取組の方向性
長期構想では、都の水道事業を取り巻く状況が、モノ（施設）、ヒト（執行体制）、カネ（財政）の面で大きく変
化していくことから、3つの目指すべき姿と 14の取組の方向性に整理しました。
具体的には、人口減少に伴い水道需要や料金収入の減少する中にあっても、安定供給のために必要な施設整備は
着実に推進すること、また、労働力人口の減少を踏まえ、政策連携団体を含む効率的な運営体制を構築するとともに、
社会経済情勢に即したお客さまサービスの向上と業務の効率化を推進すること、さらに、不断の経営努力や企業債
の発行余力の活用を進め、料金水準をできる限り維持し、持続可能な財政運営を推進していくこととしました。

長期的な財政状況を見据えた
計画的な施設整備

東京水道グループの総合力強化

水道事業を取り巻く
状況の変化

東京水道が目指すべき姿と
取組の方向性

１施設の状況（モノ）

３財政の状況（カネ）

２執行体制の状況（ヒト）

事業運営の基本的な
考え方

（1）水道需要と施設整備
（2）大規模浄水場の更新
（3）多摩地区水道の再構築
（4）管路の更新
（5）災害対策
（6）水質・水源対策
（7）環境対策

（1）スマートメータの導入
（2）その他のＩＣＴ施策
（3）広報・広聴

新技術の活用と経営の効率化

・人口減少に伴う給水収益
の減少

・施設の更新に伴う企業債
発行額の増加

・労働力人口の減少
・高齢化の進展等による中
小工事業者の減少

・都から政策連携団体への
業務移転の進展

・人口減少に伴う水道需要
の減少

・一斉に更新時期を迎える
浄水場

・気候変動による水源や水
質などへの影響

①人口や水道需要が減
少する中にあっても、
安定供給のために必
要な施設整備を着実
に推進

②社会経済情勢に即し
たお客さまサービス
の向上

③労働力人口の減少に
対応しつつ、事業レ
ベルを維持するため
に政策連携団体を含
む効率的な運営体制
を構築

④料金水準をできる限
り維持し、長期的に
持続可能な財政運営
を行う

水道事業を取り巻く状況の
変化及び改正水道法の趣旨
を踏まえ、独立採算制の下、
将来にわたり必要不可欠な
サービスを提供するため、
長期的な視点に立った事業
運営を検討

（1）経営基盤（業務運営体制）
の強化

（2）人材確保・育成
（3）国内・海外水道事業体への
貢献

（4）財政運営

6



水道局では、令和 2年 7月に、長期的な視点に立ったおおむね 20年間の事業運営の基本的な方針である「東京
水道長期戦略構想 2020」を策定しました。この長期戦略構想で掲げた目指すべき将来の姿を実現するため、令和
3年 3月、令和 3年度から令和 7年度までの事業計画と財政計画を定めた「東京水道経営プラン 2021」を策定し
ました。
このプランでは、浄水場等施設の長寿命化に向けた予防保全型管理に取り組むなど「強靭で持続可能な水道シス
テムの構築」を目指していきます。また、スマートメータの導入をはじめ新技術を活用し、お客さまサービスの向
上を図るなど「お客さまとつながり、信頼される水道の実現」を推進していきます。さらに、政策連携団体への業
務移転をはじめとする経営努力や企業債の発行余力の活用により、健全な財政運営に努め、「東京水道を支える基
盤の強化」を図っていきます。

経営方針
安全でおいしい高品質な水を安定して供給するとともに、様々な脅威への備えに万全を期すため、施設整備の着
実な推進、水質管理の徹底などにより、水道システムの強靭化を進めます。
また、お客さまからの信頼を得られる事業運営を進めるため、双方向コミュニケーションの充実やデジタル技術
の活用等により、お客さまサービスの向上と業務の効率化を推進します。
さらに、都の広域水道としての一体性と責任を確保し、健全な経営を維持するため、グループ経営の推進、水道
事業を支える人材の育成などを進めるとともに、不断の経営努力に努めていきます。

東京水道経営プラン 20213

東京水道経営プラン 2021の施策体系

安定給水

様々な脅威への備え

新技術の活用

お客さまサービスの向上と業務の効率化

双方向コミュニケーション

環境に配慮した事業運営

グループ経営の推進

強固な人材基盤

健全な財政運営

管路のネットワーク化、給水所の新設・拡充・更新

浄水施設の耐震化、配水管の耐震化強靭で持続可能な
水道システムの構築

お客さまとつながり、
信頼される水道の実現

東京水道を支える
基盤の強化

計画の柱

❷

❶

❸

❹

❺

❻

❼

❽

❾

ＡＩを活用した運転管理、省エネ設備の導入

水道スマートメータ、東京都水道局アプリ

水道サポーター制度、お客さまの声の事業への反映

ＣＯ2排出量の削減、水道水源林の保全

政策連携団体への業務移転の推進、
性能発注方式による包括委託の導入

主な取組

人材確保・育成、水道工事事業者の環境改善、
他の水道事業体への貢献

不断の経営努力、目標管理の徹底

区分（キーワード）

〈強靭〉

〈信頼〉

〈基盤〉

〈強靭〉

〈信頼〉

〈基盤〉
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不断の経営努力
	 （単位　百万円）

事項 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 計
計画 決算 増減 計画 決算 増減 計画 決算 増減 計画 計画 計画

事務事業の効率化による経費節減 66 66 0 162 159 △ 3 291 270	 △	21	 432 645 1,596	
既定経費の節減 655 1,096 441 1,353 2,226 873 1,619 2,461 842 1,759 1,930 7,316	

資産の有効活用等による収入確保 515 538 23 43 20	 △	23	 134 30	△	104	 179 5,217 6,088	
計 1,236 1,700 464 1,558 2,405 847	 2,044 2,761 717 2,370 7,792 15,000	

指　　標
施設整備に関する指標

指標 目標数値
（目標年度） 指標の説明 実績

（5年度）
送水管ネットワークの整備率 93％

（12年度）
ネットワークを形成するために必要な送水管におい
て、整備が完了した割合 85％

安定給水確保率 89％
（12年度）

配水区域をもつ浄水場や給水所などにおいて、配水
池により、目標の水量	
	（計画一日最大配水量の12時間相当）を確保した割合

87％

浄水施設耐震化率 69％
（12年度） 着水井から配水池までの浄水施設を耐震化した割合 14％

管路の耐震継手率 61％
（12年度） 配水管における耐震継手管の割合 51％

地震発生時の断水率	※１ 19％
（12年度）

都心南部直下地震が発生した場合に断水が想定され
る給水人口の割合 25％

取替困難管解消率	（ダクタイル化率 100％） 100％
（8年度）

取替困難管の延長に占める取替困難管を解消した延
長の割合 56％

ＡＩによる運転管理サポート機能開発の進捗率	
		（三園浄水場への導入状況）

100％
（5年度）

浄水処理における薬品注入監視をAI によりサポート
する機能の開発状況 100％

※ 1　	令和４年５月に公表された「首都直下地震等による東京の被害想定」において、断水率が最大と想定される都心南部直下地震が
発生した場合の目標と実績に見直した。

経営に関する指標
指標 目標数値

（7年度） 指標の説明 実績
（5年度）

経常収支比率 100％以上 財政構造の弾力性を表す指標 103.3％
流動比率 100％以上 短期債務に対する支払能力を表す指標 142.1％

自己資本構成比率 74％以上 総資本に対する自己資本の割合を表す指標 82.9％
給水収益に対する企業債元利償還金の割合 20％以下 給水収益に対する企業債の規模を表す指標 5.6％
給水収益に対する企業債残高の割合 300％以下 87.2％

料金回収率 100％以上 給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを
表す指標 96.1％

注 1　給水収益に対する企業債元利償還金の割合は、借換分を除いたもので算定
2　５年度実績は税込で算定
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財政収支計画
	 （単位　百万円）
区分

年度

収入 支出
収支
過不足額

累積収支
過不足額
2年度末
計画	 984
実績	 1,129

料金 起債 国庫
補助金

一般
会計
繰入金

その他 計 営業費用 支払
利息

元金
償還金

建設
改良費 その他 計

3

計
画 309,385 45,279	 65	 3,171	 50,629	 408,529	 260,124	 3,605	 15,727	 133,721	

(3,848) 0	 413,177	 △ 4,648	 △ 3,664	

決
算 300,568	 25,280	 0	 3,183	 45,841	 374,872	 245,331	 2,745	 19,924	 111,609	

(3,848) 0	 379,609	 △ 4,737	 △ 3,608	

増
減 △ 8,817	 △ 19,999	 △ 65	 12	 △ 4,788	 △ 33,657	 △ 14,793	 △ 860	 4,197	 △	22,112	(0) 0	 △ 33,568	 △ 89	 56	

4

計
画 319,580	 43,527	 157	 3,270	 47,176	 413,710	 257,801	 3,252	 16,880	 134,633	

( △ 10,674) 0	 412,566	 1,144	 △ 2,520	

決
算 304,295	 31,995	 90	 3,288	 51,759	 391,427	 256,898	 2,446	 19,153	 117,429	

( △ 14,828) 0	 395,926	 △ 4,499	 △ 8,107	

増
減△ 15,285	 △ 11,532	 △ 67	 18	 4,583	 △ 22,283	 △ 903	 △ 806	 2,273	 △	17,204	( △ 4,154) 0	 △ 16,640	 △ 5,643	 △ 5,587	

5

計
画 321,364	 46,429	 157	 3,270	 45,987	 417,207	 258,754	 3,399	 16,197	 142,497	

( △ 1,361) 0	 420,847	 △ 3,640	 △ 6,160	

決
算 310,966	 33,711	 113	 3,303	 54,904	 402,997	 276,987	 2,434	 15,202	 117,836	

( △ 2,883) 129	 412,588	 △ 9,591	 △ 17,698	

増
減△ 10,398	 △ 12,718	 △ 44	 33	 8,917	 △ 14,210	 18,233	 △ 965	 △ 995	 △	24,661	( △ 1,522) 129	 △ 8,259	 △ 5,951	 △ 11,538	

6

計
画 321,235	 43,775	 157	 3,270	 45,730	 414,167	 256,320	 3,609	 14,796	 140,202	

(1,588) 0	 414,927	 △ 760	 △ 6,920	

予
算 319,453	 54,448	 603	 3,579	 58,150	 436,233	 284,924	 3,608	 12,718	 151,445	

( △ 941) 0	 452,695	 △ 16,462	 △ 34,160	

増
減 △ 1,782	 10,673	 446	 309	 12,420	 22,066	 28,604	 △ 1	△ 2,078	 11,243	

( △ 2,529) 0	 37,768	 △ 15,702	 △ 27,240	

7 計画 321,625	 40,804	 157	 3,270	 50,800	 416,656	 257,923	 3,839	 11,055	 136,919	
(1,350) 0	 409,736	 6,920	 0	

注 1　起債及び元金償還金は、借換分を除いたもの
注 2　	建設改良費の（　）は、大規模浄水場更新積立金の積立額、同積立金取崩額、工業用水道事業施設等移管経費積立金の積立額及

び同積立金取崩額で、内書きである

グループ経営の推進
業務運営体制の強化
水道局では、水道事業の基幹的業務を水道局と政策連携団体が担う、一体的事業運営体制の構築を推進し、営業
所業務や工事監督業務などの準コア業務を政策連携団体に順次業務移転してきました。
今後は、人口減少に伴い、料金収入や労働力人口の減少などが見込まれており、引き続き、効率的な運営体制を
構築していく必要があります。
また、グループ経営の推進に当たっては、東京水道グループ内のガバナンスを強化するとともに、政策連携団体
の経営の自主性や経営効率を向上させていくことなどが求められています。
都の広域水道としての一体性と責任を確保し、効率的な運営体制を構築するため、引き続き、グループ経営を推
進するとともに、政策連携団体へ業務を移転していきます。
また、グループ経営を新たなステージへと進化させるため、グループ経営に関する基本的な方針に基づき、グルー
プ内のガバナンスを機能させていくとともに、業務の質を向上させ、相互連携を強化するなど、効率的かつ効果的
な業務運営体制を構築していきます。

コア業務 : 事業運営の根幹に関わる業務⇒水道局
準コア業務 : 事業運営上重要な業務⇒政策連携団体（東京水道株式会社）
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都の水道は、集中的に整備してきた浄水場の更新、切迫性が指摘される首都直下地震などの課題に直面しており、
人口減少や感染症等、水道事業に影響を及ぼす新たな課題も顕在化してきています。また、火山噴火や気候変動の
進行に伴う風水害・渇水・原水水質悪化などのリスクの増大も懸念されます。
「東京水道施設整備マスタープラン」は、こうした課題やリスクに対し、将来にわたり安全で高品質な水を安定
的に供給する強靭かつ持続可能な水道システムを構築するため、「東京水道長期戦略構想 2020」の考え方や外部有
識者で構成する東京都水道事業運営戦略検討会議（施設整備に関する専門部会含む。）での議論などを踏まえ、施
設整備の基本計画として、具体的な取組と 10年後の整備目標を定めた計画です。計画期間は令和 3年度から令和
12年度までの 10年間とし、事業規模は、毎年度約 2,200 億円を見込んでいます。

主要施策の方向性
施設の老朽化や災害、気候変動といった直面する様々な課題やリスクに適切に対応し、将来にわたり、安全でお
いしい水を安定的に供給することが水道事業者の使命です。
そのためには、強靭で持続可能な水道システムを構築し適切に維持していくことが不可欠であり、今後とも多岐
にわたる施設整備が必要となります。しかし、こうした施設整備には、多くの経費と長い期間を要します。このため、
取り組むべき施設整備について、「安全で高品質な水の安定供給」、「様々な脅威への備え」及び「新技術を活用し
た水道システムの構築」という三つの主要施策の方向性を明らかにした上で、今後 10年間の具体的な取組を展開
していきます。

0 東京水道施設整備マスタープラン4

グループ経営（イメージ図）

東京水道株式会社
<主要事業>　　	管路施設管理、浄水施設管理、コンサルティング・調査、水道料金徴収業務等の公益事業に係

る各種事務処理の代行、コールセンターの構築・運営、ITサービス業務
<常勤社員数>　2,167 名（令和６年 4月 1日）
<資　本　金>　1億円（都持株割合 80.4%）

政策連携団体概要
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取組10

取組 11

取組 12

取組 13

取組 14

取組 15

取組 16

◎具体的な取組◎ ◎施設整備目標◎
（ % ）

取組№
指
標
№

指標
R4 年度
【 実績】

R5 年度
【 実績】

R1 2 年度
【 目標】

取組 2 ① 導水施設の二重化整備率 85 8 5 8 8

取組 4 ② 送水管ネット ワークの整備率 8 3 8 5 9 3

取組 5 ③ 安定給水確保率 85 8 7 8 9

取組 7 ④ 残留塩素目標達成率 92 8 9 9 4

取組 8 ⑤ 長期不使用給水管対応率 13 2 7
R7 年度
100

取組
11

⑥ 浄水施設耐震化率 14 1 4 6 9

取組
12

⑦ 配水池耐震施設率 82 8 3 9 8

取組
13

⑧ 管路の耐震継手率 50 5 1 6 1

⑨ 地震発生時の断水率 ※ 1 2 6 2 5 1 9

⑩
重要施設への供給ルート の
耐震継手率

概成 概成
R4 年度
10 0

⑪
取替困難管解消率

（ ダクタイル化率 10 0 % ）
4 8 5 6

R8 年度
10 0

⑫ 取替優先地域解消率 ※ 2 9 1 9 2
R10 年度
1 0 0

⑬
取替優先地域の管路取替率

※ 2
⑫取替優先地域解消率

と統合

取組
14

⑭ 私道内給水管耐震化率 51 5 2 6 7

取組
15

⑮
大規模停電時における給水
確保率

67 6 8 9 2

⑯
自家用発電設備の燃料
確保率（ 7 2 時間）

4 8 5 4 8 3

取組
16

⑰
河川横断管路の地中化
整備率

0 0 1 8

取組
17

⑱
デジタル技術を活用し
た研修の受講人数

68 2 7 6 6
3 0 0人
/ 年

⑲
AI による運転管理
サポート 機能開発の進捗率

97 1 0 0
R5 年度
10 0

※１ 　 令和４ 年５ 月に公表さ れた「 首都直下地震等による東京
の被害想定」 において、 断水率が最大と 想定さ れる都心南部
直下地震が発生した場合の目標と 実績に見直しまし た。

※２ 　 これまでの区市町単位から、 2 5 0 ｍ四方に細分化し た区
域において震災時の断水率が50％を超える区域を取替優先地
域と 位置づけ、 耐震継手化を重点的に推進し ていきます。

　 施設の適正な管理による長寿命化や計画的な更新を進め、

引き続き安全で高品質な水を安定的に供給していきます。

安全で高品質な水の安定供給

　 水道の基盤を強化することで、 事業の継続性を確保し 、

近年頻発する自然災害などの様々な脅威に備えていきます。

様々な脅威への備え

　 水道の基盤を強化することで、 事業の継続性を確保し 、

近年頻発する自然災害などの様々な脅威に備えていきます。

効率的な維持管理に向けた新技術の導入効率的な維持管理に向けた新技術の導入取組17

新技術を活用し た水道システムの構築

取組1

取組 2

取組 3

取組 4

取組 5

取組 6

取組 7

取組 8

取組 9

水源の適切な確保水源の適切な確保

導水施設の二重化・ 更新導水施設の二重化・ 更新

浄水場（ 所） の更新・ 覆蓋化浄水場（ 所） の更新・ 覆蓋化

送水管のネット ワーク化・ 更新送水管のネット ワーク化・ 更新

給水所の新設・ 拡充・ 更新給水所の新設・ 拡充・ 更新

設備機器の更新設備機器の更新

水質対策水質対策

長期不使用給水管への対応長期不使用給水管への対応

直結給水方式への切替促進及び貯水槽道の適正管理直結給水方式への切替促進及び貯水槽道の適正管理

貯水池及び取水・ 導水施設の耐震化貯水池及び取水・ 導水施設の耐震化

浄水施設の耐震化浄水施設の耐震化

配水池の耐震化配水池の耐震化

排水管の耐震化排水管の耐震化

給水管の耐震化給水管の耐震化

自家用発電設備の新設・ 増強自家用発電設備の新設・ 増強

風水害・ 降灰対策風水害・ 降灰対策

1 1
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安定した水源の確保5

限りある水源
少ない国民一人当たりの降水量
日本は、世界でも有数の多雨地帯であるモンスーンアジア東端に位置しています。日本の年平均降水量は約1,670
ミリメートルで、世界の年平均降水量約 1,170 ミリメートルの約 1.4 倍となっています。しかし、国土が狭く人
口が多いため、国民一人当たりにしてみると約 5,000 立方メートルであり、一人当たりの世界平均約 20,000 立方
メートルの 4分の 1程度となり、諸外国に比べ必ずし
も恵まれているというわけではありません。
また、日本の降水量には地域差があり、東京都が位
置している関東臨海地域の年平均降水量は約 1,660 ミ
リメートルで、全国平均を下回っています。

水を利用する上でも不利な条件
日本の地形は急しゅんなため、河川の流域が狭く、
こう配も急です。このため、河川の流量の変動が激しく、
雨が降ると急増し、雨がやむとたちまち減少してしま
います。
また、日本の気象特性から、河川の流量は梅雨期、
台風期及び雪解けの時期に多く、季節によって大きな
開きがあります。
こうしたことから、日本は、水利用を図るには不利
な条件にあるといえます。

東京の水道水源
多摩川から利根川へ
東京都の水源は、ほとんどが河川水で、80パーセントが利根川水系及
び荒川水系、17パーセントが多摩川水系です。
これまで 100 年余りにわたり、東京の水道は増加し続ける水道需要を
懸命に支えてきましたが、これは、水源についても同様です。
昭和 30年代までは、水源の多くを多摩川水系に依存してきましたが、
その後、急激な需要の増加に対応するため、利根川水系の水資源開発に合
わせて、利根川水系への依存度を高めてきました。現在、東京都の保有す
る水源量は、日量約 680万立方メートルとなっています。

水源の現状
しかしながら、この日量約 680 万立方メートルの水源の中には、昭和
30年代の慢性的な渇水時の対策として、水源開発完了までの間、緊急か
つ暫定的に許可を受けているものや、1年ごとの協定締結により分水を受
け、締結中においても他県の水事情により減量されるなど、課題を抱える水源が含まれています。
また、将来、気候変動の進行により、大幅な積雪量の減少や融雪時期が早期化すれば、農業用水の需要期に河川
流量が減少するため、今まで以上にダムからの水の補給が必要になります。早期に流出する融雪水は、ダムが満水
状態に達すると、貯留されず、そのまま放流（無効放流）される可能性があります。
さらに、無降水日の増加が予測されるなど、これまで経験したことのない厳しい渇水の発生も懸念されます。
このような状況の中で、確保した水源は、首都東京の安定給水を継続するため、水道需要への対応はもとより、
将来の気候変動による影響も踏まえ、安定化を図るとともに最大限活用していきます。

世界と日本の河川縦断こう配

水源量
（一日当たり）
約680万m3

利根川水系・荒川水系
80%

多摩川水系
17%

その他 3%

水系別比率
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一方、ダム等の水源開発に協力をしていただいた水源地域の人々への感謝や、水の大切さ及び水を育む森林の大
切さについての意識を高めてもらうため、水源地域の人々との相互の交流と認識を深めるなど、理解と協力が得ら
れるよう可能な限りの努力をしています。
また、水道局自らも節水型都市の形成に向けて諸施策を積極的に進めています（内容は 36及び 37ページ参照）。

水源の有効活用
現在の水源状況の中で安定給水を確保していくために、水道局では次のような水源の有効活用を図っています。

利根川と多摩川との原水の相互融通
利根川・荒川系の原水を荒川から取水し、東村山浄水
場に揚水するとともに、多摩川系の原水を自然流下によ
り朝霞浄水場へ補給できるようにし、原水の相互融通を
行っています。
通常は主に利根川及び荒川の水を利用して、小河内貯
水池など多摩川系の水は貯水に努めつつ必要な分を利用
していますが、利根川・荒川水系の水質事故時や渇水時
などにおいては、多摩川の水を利用するなど、原水の効
率的な運用を図っています。

主なダム・貯水池の工期、費用等
名称 有効貯水容量（万㎥） 総事業費（億円） 完成年度（工期） 移転した家（戸）

小河内貯水池 18,540 151 昭和 32（20年） 945
矢木沢ダム 17,580 119 昭和 42（9年） 1
下久保ダム 12,000 202 昭和 43（10年） 321
草木ダム 5,050 496 昭和 51（12年） 230

渡良瀬貯水池 2,640 821 平成 2（18年） 0
奈良俣ダム 8,500 1,353 平成 2（18年） 0
浦山ダム 5,600 1,833 平成 10（27年） 50
滝沢ダム 5,800 2,300 平成 22（42年） 112
八ッ場ダム 9,000 5,320 令和元（53年） 470

水道水源林
水道局が管理する水道水源林は、多摩川の上流、山梨県甲州市、同県北都留郡丹波山村及び小菅村並びに東京都
西多摩郡奥多摩町にまたがる、東西約 31キロメートル、南北約 20キロメートルに及ぶ 25,444 ヘクタール（23
区の面積の 41パーセントに相当）の広大な面積を有する森林で、羽村取水堰

せき
上流の多摩川流域面積の 52パーセ

ントに相当します。
森林は、落ち葉などによる有機物の供給が豊富で、その堆積物の腐食や小動物の活動により、保水力の高い団粒
構造の発達したスポンジ状の良い土壌を形成しており、水源地に欠かせない次の機能を持っています。

八ッ場ダム（出典 : 国土交通省）小河内ダム
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水源 ･ 取水 ･ 導水施設
ダムや貯水池等の水源施設は、雨水や雪解け水をためておくことにより、降水量の季節的変化や水道需要の変動
に応じて、河川流量を調節する役割を持っています。
東京の水源施設等は、多摩川水系
と利根川水系及び荒川水系とに大別
できます。多摩川水系施設は水道局
が直接管理し、利根川水系及び荒川
水系施設は国土交通省及び独立行政
法人水資源機構が管理しています。

多摩川水系施設
⑴　貯水池
小河内貯水池は、東京都西多摩郡
奥多摩町の多摩川本流にあり、水道
専用としては我が国最大級の規模です。
山口貯水池及び村山上・下貯水池
は、東京都と埼玉県とにまたがる狭
山丘陵を利用して造られた貯水池で
す。小作取水堰

せき
や羽村取水堰

せき
から取

水した水をため、東村山浄水場及び
境浄水場へ送っています。

各貯水池のあらまし
名　称 有効貯水

容量（万㎥） 型式 堤高
（m）

堤頂長
（m）

完成
年度 所在地

小河内貯水池
（奥多摩湖） 18,540

重力式
コンクリート
ダム

149 353 昭和
32

東京都西多摩郡奥
多摩町、山梨県北
都留郡小菅村・
丹波山村

山口貯水池（狭山湖） 1,953

アースダム

34 716 昭和 8
東京都武蔵村山市・
瑞穂町、埼玉県所
沢市・入間市

村山
（多摩湖）

上貯水池 298 24 318 大正
12

東京都東大和市・
武蔵村山市

下貯水池 1,184 35 610 昭和元 東京都東大和市・
東村山市

注　	平成 14年 11月に山口貯水池、平成 20年 11月に村山下貯水池、令和５年 8月に村山上貯
水池の堤体強化工事が完成しました。

各取水堰
せき
のあらまし

名　称 構　　造 完成年度 所在地幅（m） 型式
小作取水堰

せき
130 可動堰

ぜき
昭和 55 東京都羽村市

羽村取水堰
せき

380
固定堰

ぜき

明治 33 東京都羽村市
投渡堰

ぜき

水道水源林ポータルサイトみずふる
水道水源林の魅力を発信し、より多くの方々とコミュニケーションを図るため、令和 4年 3月
に開設しました。
水道水源林に関する情報が集約され、動画をはじめとする様々なコンテンツを通じて、いつでも、
どこでも、水道水源林の魅力に触れ、楽しめるサイトです。

⑴　水源かん養機能
森林は、降り注いだ雨を土壌に一時蓄え、長時間にわたって少しずつ、ほぼ一定に近い状態で流出させます。

⑵　土砂流出防止機能
雨が土の中に浸透するため、地表を流れる雨水が少なくなり、地表の土砂浸食を防ぎます。

⑶　水質浄化作用
雨水に含まれるちりなどが、土の中を移動する間にろ過・吸着され、きれいな水となって河川に流れ込みます。
水道局では、平成 28年度から令和 7年度までを計画期間とする第 11次水道水源林管理計画に基づき、間伐・
枝打等の保育作業を着実に行うことで、多様な樹齢、樹高、樹種で構成される針広混交林へと誘導することにより、
水を育む豊かな森を守り、水質の向上、安定した河川流量の確保及び小河内貯水池の保全に努めています。
また、令和 3年 3月には、「みんなでつくる水源の森実施計画 2021」を策定しました。この計画では、小河内
貯水池へ直接土砂の流出が懸念さ
れるエリアの民有林を積極的に購
入し、水道水源林として適正に管
理する取組や、都民・企業・大学
など多様な主体と連携した森づく
りなどの取組に加え、水道水源林
特設サイトの開設など都民の理解
を促進するための新たな取組も進
めています。

水道水源林の広がり

水　道
水源林
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⑵　取水堰
せき

取水堰
せき
は、原水の取入口であり、河川の流量変化に注意しながら取水量を総合的に管理する役割を果たしています。

利根川・荒川水系施設
⑴　ダム・貯水池
利根川上流には貯水池・ダムが 9か所あり、いずれも、都市用水（水
道用水及び工業用水）、農業用水などのための多目的ダムです。この中で、
東京都が都市用水として利用しているのは、矢木沢ダム、下久保ダム、
草木ダム、奈良俣ダム、八ッ場ダム及び渡良瀬貯水池の 6か所です。
また、荒川については、東京都は、荒川貯水池、浦山ダム及び滝沢ダ
ムを利用しています。

各貯水池のあらまし
名称 有効貯水容量

（万㎥） 型　式 堤高（m）堤頂長（m） 完成年度 所在地

矢木沢ダム（奥利根湖） 17,580 アーチ式コンクリートダム 131 352 昭和 42 群馬県利根郡みなかみ町

下久保ダム（神流湖） 12,000 重力式コンクリートダム 129 605 昭和 43 埼玉県児玉郡神川町
群馬県藤岡市

草木ダム（草木湖） 5,050 重力式コンクリートダム 140 405 昭和 51 群馬県みどり市
奈良俣ダム（ならまた湖） 8,500 ロックフィルダム 158 520 平成 2 群馬県利根郡みなかみ町

八ッ場ダム（八ッ場あがつま湖） 9,000 重力式コンクリートダム 116 291 令和元 群馬県吾妻郡長野原町

渡良瀬貯水池（谷中湖） 2,640 堀込式貯水池 ― ― 平成 2
栃木県栃木市・下都賀郡野
木町、群馬県邑楽郡板倉町、

埼玉県加須市

荒川貯水池（彩湖） 1,060 堀込式貯水池 ― ― 平成 8 埼玉県さいたま市・和光市・
戸田市

浦山ダム（秩父さくら湖） 5,600 重力式コンクリートダム 156 372 平成 10 埼玉県秩父市
滝沢ダム（奥秩父もみじ湖） 5,800 重力式コンクリートダム 132 424 平成 22 埼玉県秩父市

⑵　堰
せき
及び導水路

利根大
おおぜき
堰で取水した水は、武蔵水路を通じて東京都や埼玉県の都市用

水として利用するほか、農業用水として見沼代用水、埼玉用水及び邑楽
用水の 3用水路に供給しています。秋ヶ瀬取水堰

ぜき
で取水した水は、朝霞

水路を通じて朝霞浄水場等に送っています。
利根川河口堰

ぜき
は、堰

せき
の操作で海水の逆流による塩害の発生を防止する

とともに、ためた水を水道用水等に利用しています。
北千葉導水路は、利根川と江戸川を連絡し、水道用水等の供給のほか、
洪水の防止、手賀沼の水質浄化の役割を果たしています。

各堰
せき
・導水路のあらまし

名　称 構　造 完成年度 所在地

利根大堰
ぜき

幅 692m、可動堰
ぜき 昭和 42

（平成9、令和５（改築））
群馬県邑楽郡千代田町
埼玉県行田市

武蔵水路 延長 14,522m、開水路 昭和 42
（平成 27（改築）） 埼玉県行田市〜鴻巣市

秋ヶ瀬取水堰
ぜき

幅 127m、可動堰
ぜき 昭和 40

（令和５（改築）） 埼玉県志木市

朝霞水路 延長 2,296m、暗きょ 昭和 40
（昭和56、令和５(改築）） 埼玉県志木市~朝霞市

利根川河口堰
ぜき

幅 834m、可動堰
ぜき

昭和 46 千葉県香取郡東庄町
茨城県神栖市

北千葉導水路 延長 28,500m、暗きょ・
開水路 平成 11 千葉県我孫子市~松戸市

矢木沢ダム（出典：水資源機構）

秋ヶ瀬取水堰
ぜき
（出典：水資源機構）

利根川の水を荒川に送る武蔵水路（出典：水資源機構）
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水質管理
水道水の水質は、水道法に基づく水質基準に適合することが求められており、水道局では、常に水道水の水質を
良好に保つよう、水源から蛇口に至るまで、きめ細かく水質管理を行っています。

「TOKYO 高度品質プログラム」の運用
水道局では、安全でおいしい高品質な水を安定して供給するため、WHOが提唱する水安全計画によるリスクマ
ネジメントに加え、ISO9001 に準じた高度な品質管理及び ISO/IEC17025 に保証された精度の高い水質検査の
三者を一体とした総合的な水質管理手法「TOKYO高度品質プログラム」を運用しています。これにより、水道水
の水質に悪影響を及ぼす要因等に迅速に対応できる危機管理体制を構築するとともに、浄水場における品質管理を
徹底しています。さらに、水道水の高い安全性と品質の高さを、国際規格に基づく信頼性の高い手法で確認してい
ます。これを着実に運用することにより、より高いレベルの水道水の安全性とおいしさの実現を図っています。

水源地での水質検査
関東地方のほぼ全域に及ぶ河川・湖沼の約 70か所の調査地点で、おおむね月 1回検査を行い、水源の水質状況
を監視しています。
また、水質異常の早期発見のため、水質試験車を使って定期的にパトロールを行っています。

浄水場、給水栓等での水質検査
浄水場では、浄水処理の各工程において水質検査を行っています。そし
て、水質に応じた浄水処理を行うことで、水質基準に適合した安全な水道
水をつくっています。
また、魚を用いた検知用水槽や自動水質計器により 24時間水質を監視
し、水道水の安全確保に万全を期しています。さらに、都内 131 か所の
給水栓（蛇口）において、自動水質計器を設置して残留塩素等を常時監視
するとともに、定期的に精密試験を行い、水道水の安全性を何重にもチェッ
クしています。

おいしさに関する水質目標の管理
水道水のカルキ臭を引き起こす残留塩素やトリクロラミン、かび臭原因物質や有機物等 8項目について、国が定
めた水質基準等より高いレベルの「おいしさに関する水質目標」を東京都独自に設定し、目標達成のための取組を
行っています。

おいしさに関する水質目標
区分 項目 単位 国が定めた

水質基準等
設定する目標 令和 5年度の

達成率水質目標値（注１） 目標値の目安

に
お
い

カルキ臭 残留塩素 mg/L 1.0 以下
0.1 以上 0.4 以下 0.1 以上 ほとんどの人が消毒用の塩素のにお

い（カルキ臭の一種）を感じない 89.2%
トリクロラミン mg/L - 不検出（注3） ほとんどの人がカルキ臭を感じない 100%

臭気強度（TON） - 3 以下 1未満（臭気なし） 異臭味（カルキ臭を除く）を感じない 100%

かび臭原因物質
2- メチルイソボルネオール ng/L

（注 2） 10 以下 不検出（注3）

かび臭を感じない
100%

ジェオスミン ng/L
（注 2） 10 以下 不検出（注3） 100%

味 有機物（TOC） mg/L 3 以下 1以下 不快な味を感じない 100%
外
観

色度 度 5以下 1以下 色や濁りがわからない 100%
濁度 度 2以下 0.1 以下 100%

（注 1）上記の目標値は給水栓の値である。
（注 2）1ng（ナノグラム）は 1mgの百万分の一である。
（注 3）不検出とは、トリクロラミンでは 0.02mg/L 未満、2- メチルイソボルネオール及びジェオスミンでは 3ng/L 未満であることを表す。

安全でおいしい水づくり6

水質センターでの水質検査
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水質の見える化
お客さまの水質に対する満足度向上のため、
水道水の水質や安全性などの情報を分かりや
すく発信する取組を推進しています。この取
組の一環として、上記の「おいしさに関する
水質目標」に加え、水道水の高い安全性をお
客さまに御理解いただき、安心して御利用い
ただけるよう「あんぜん・あんしん水質指標」
を示しています。

将来に向けての調査・研究
今後、気候変動に伴う原水水質の変化が懸
念されるため、新しい処理技術等について調
査・実験を行い、将来にわたって安全でおい
しい水が確保できるように努めています。

水質基準等
⑴　水質基準項目　51項目
水道水は、水道法第４条の規定に基づき、「水質基準に関する省令」で規定する水質基準に適合することが必
要です。

項　　目 基準値 備　考
1 一般細菌 100個 /mL 以下 病原生物に

よる汚染の
指標2 大腸菌 検出されないこと

3 カドミウム及びその化合物 0.003mg/L 以下

無機物・
重金属

4 水銀及びその化合物 0.0005mg/L 以下
5 セレン及びその化合物 0.01mg/L 以下
6 鉛及びその化合物 0.01mg/L 以下
7 ヒ素及びその化合物 0.01mg/L 以下
8 六価クロム化合物 0.02mg/L 以下
9 亜硝酸態窒素 0.04mg/L 以下

10 シアン化物イオン及び
塩化シアン 0.01mg/L 以下

11 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L 以下
12 フッ素及びその化合物 0.8mg/L 以下
13 ホウ素及びその化合物 1.0mg/L 以下
14 四塩化炭素 0.002mg/L 以下

一般有機物

15 1,4- ジオキサン 0.05mg/L 以下

16 シス及びトランス -
1,2- ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下

17 ジクロロメタン 0.02mg/L 以下
18 テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下
19 トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下
20 ベンゼン 0.01mg/L 以下
21 塩素酸 0.6mg/L 以下

消毒
副生成物

22 クロロ酢酸 0.02mg/L 以下
23 クロロホルム 0.06mg/L 以下
24 ジクロロ酢酸 0.03mg/L 以下
25 ジブロモクロロメタン 0.1mg/L 以下
26 臭素酸 0.01mg/L 以下
27 総トリハロメタン 0.1mg/L 以下
28 トリクロロ酢酸 0.03mg/L 以下
29 ブロモジクロロメタン 0.03mg/L 以下
30 ブロモホルム 0.09mg/L 以下
31 ホルムアルデヒド 0.08mg/L 以下

32 亜鉛及びその化合物 1.0mg/L 以下

着色33 アルミニウム及びその化合物 0.2mg/L 以下
34 鉄及びその化合物 0.3mg/L 以下
35 銅及びその化合物 1.0mg/L 以下
36 ナトリウム及びその化合物 200mg/L 以下 味
37 マンガン及びその化合物 0.05mg/L 以下 着色
38 塩化物イオン 200mg/L 以下

味39 カルシウム､
マグネシウム等（硬度） 300mg/L 以下

40 蒸発残留物 500mg/L 以下
41 陰イオン界面活性剤 0.2mg/L 以下 発泡
42 ジェオスミン 0.00001mg/L 以下 かび臭43 2- メチルイソボルネオール 0.00001mg/L 以下
44 非イオン界面活性剤 0.02mg/L 以下 発泡
45 フェノール類 0.005mg/L 以下 臭気

46 有機物
（全有機炭素（TOC）の量） 3mg/L 以下 味

47 pH値 5.8 以上 8.6 以下

基礎的性状
48 味 異常でないこと
49 臭気 異常でないこと
50 色度 5度以下
51 濁度 2度以下

あんぜん・あんしん水質指標の 7項目
項　目　名 目　標 令和4年度

達成状況
満
た
す
こ
と
が

　
必
須
の
項
目

水質基準適合率
全ての水質基準 51項目に
おいて、基準値を下回って

いること

残留塩素安全確保率
残留塩素が 0.1mg/L 以上
含まれており、塩素消毒が
十分にされていること

都
の
独
自
目
標

放射性物質不検出率（放射性ヨウ素
131、放射性セシウム 134、137） 3種の放射性物質が不検出

農薬類不検出率 農薬類が不検出

総トリハロメタン目標達成率
（トリハロメタン 4物質の合計）

水質基準の 50%以下と、
高い水準で水質基準値を
クリア

有害金属目標達成率（水銀、鉛等 6
項目）

6項目全てにおいて、水質
基準の 50%以下と、高い
水準で水質基準値をクリア

有害有機物目標達成率
（ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ等 7項目）

7項目全てにおいて、水質
基準の 50%以下と、高い
水準で水質基準値をクリア

※	放射性物質、農薬類は浄水場出口での検査結果、それ以外は蛇口での検査結果から
目標達成率を算出

※	有害金属 6項目は、カドミウム、水銀、セレン、鉛、ヒ素、六価クロム
※	有害有機物 7項目は、四塩化炭素、ｼｽ及びﾄﾗﾝｽｰ 1,2 ｰｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ､ ﾃﾄﾗｸ
ﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、1,4- ｼﾞｵｷｻﾝ
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⑵　水質管理目標設定項目　27項目
水道水中に検出される可能性があるなど、水質管理上留意すべき項目です。
「水質基準に関する省令の制定及び水道法施行規則の一部改正等について」により定められています。

浄水場
　河川などから取水した水（原水）を安心して飲むことができる水道水にするため、浄水処理を行っているのが浄
水場です。水道水の製造工場とも言えます。水道局の浄水場は、1日 684万立方メートルの水道水をつくることが
できる施設能力を持っています。	 （　）内は各浄水場の施設能力

金町浄水場（日量 150 万立方メートル）
江戸川から取水しており、かび臭対策として昭和 59年度から粉末活性炭処理を行っています。
また、平成 4年 6月からは、オゾンと生物活性炭を使った高度浄水処理を導入しました（第一期施設）。続いて、
平成 8年 4月に第二期施設が、平成 25年 4月に第三期施設が稼働し、現在、日量 150万立方メートルの全量に
高度浄水処理を導入しています。

三郷浄水場（日量 110 万立方メートル）
金町浄水場と同様に、江戸川から取水しています。
金町浄水場に続き、平成 11年 3月からオゾンと生物活性炭を使った高度浄水処理を導入し（第一期施設）、平
成 25年 10月に稼働した第二期施設と合わせ、現在、日量 110万立方メートルの全量に高度浄水処理を導入して
います。

鉛製の給水管をお使いのご家庭では
水道水は、通常の使用状態では厚生労働省の水質基準に適合しており問題ありませんが、管の中に長時間滞留
すると水質基準を超える鉛が溶け出すことがあります。
朝一番に水道水を使うときや、しばらく水道水を使わなかったときは、念のため飲用する前にバケツ 1杯程度
の水を散水など飲用以外にお使いください。

項　　目 目標値 備　考
1 アンチモン及びその化合物 0.02mg/L 以下

無機物・
重金属2 ウラン及びその化合物 0.002mg/L 以下

（暫定）
3 ニッケル及びその化合物 0.02mg/L 以下
5 1,2- ジクロロエタン 0.004mg/L 以下

一般有機物8 トルエン 0.4mg/L 以下
9 フタル酸ジ（2- エチルヘキ

シル） 0.08mg/L 以下

10 亜塩素酸 0.6mg/L 以下 消毒
副生成物

12 二酸化塩素 0.6mg/L 以下 消毒剤
13 ジクロロアセトニトリル 0.01mg/L 以下	（暫定） 消毒

副生成物14 抱水クロラール 0.02mg/L 以下	（暫定）
15 農薬類（注 1） 1以下（注 2） 農薬
16 残留塩素 1mg/L 以下 臭気
17 カルシウム、マグネシウム

等（硬度）
10mg/L 以上
100mg/L 以下 味

18 マンガン及びその化合物 0.01mg/L 以下 着色
19 遊離炭酸 20mg/L 以下 味
20 1,1,1- トリクロロエタン 0.3mg/L 以下

臭気21 メチル -t- ブチルエーテル
（MTBE） 0.02mg/L 以下

22 有機物等（過マンガン酸カ
リウム消費量） 3mg/L 以下 味

23 臭気強度（TON） 3以下 臭気
24 蒸発残留物 30mg/L 以上

200mg/L 以下 味
25 濁度 1度以下 基礎的性状

26 pH値 7.5 程度
腐食27 腐食性（ランゲリア指数） -1 程度以上とし、

極力 0に近づける
28 従属栄養細菌 2000個 /mL 以下

（暫定）
水道施設の
健全性の指標

29 1,1- ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 一般有機物
30 アルミニウム及びその化合物 0.1mg/L 以下 着色

31
ペルフルオロオクタンス
ルホン酸（PFOS）及び
ペルフルオロオクタン酸

（PFOA）

0.00005mg/L 以下
（暫定） 一般有機物

（注 1）	農薬類は、115の農薬リストから水源地域の使用時期や状況を
勘案して必要な農薬を選定し、検査結果を総合的に評価する。

（注 2）	農薬類の目標値は、各農薬の検出値をそれぞれ目標値で除した
値を合計し、その合計値が 1以下であることを示す。

（注 3）	4、6及び 11は水質基準項目に移行され、7は水質管理目標設
定項目から削除されたことから、4項目が欠番になっている。
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朝霞浄水場（日量 170 万立方メートル）
利根川及び荒川の水を、秋ヶ瀬取水堰

ぜき
から取水しています。

また、東村山浄水場との間に原水連絡管を設置し、利根川及び荒川の水に加え、多摩川の水も利用できるように
しています。
金町浄水場及び三郷浄水場に続き、平成 16年 11 月からオゾンと生物活性炭を使った高度浄水処理を導入し、
平成 26年 3月に稼働した第二期施設と合わせ、現在、日量 170万立方メートルの全量に高度浄水処理を導入して
います。
また、平成 17年 4月から、PFI( 注 ) 事業により常用発電設備及び次亜塩素酸ナトリウム製造施設が稼働してい
ます。この内、常用発電設備は、発電で生じる排熱を有効利用するコージェネレーションシステム（38ページ参照）
となっています。
注　PFI（Private	Finance	Initiative）
　　	公共部門によって行われてきた社会資本の整備、運営等の分野に、民間事業者の資金、経営ノウハウ等を導入し、効率的に社会資本を整備しようとする手法

のこと。

三園浄水場（日量 30 万立方メートル）
朝霞浄水場と同様に、利根川及び荒川の水を秋ヶ瀬取水堰から取水しており、平成 19年 10月から高度浄水処
理を導入しています。（工業用水道は令和 5年 3月 31日をもって廃止）
なお、朝霞浄水場と同一の PFI 事業により、常用発電設備が稼働しています。

東村山浄水場（日量 126.5 万立方メートル）
多摩川水系の貯水池から自然流下で原水を取水しており、この高低差が持つエネルギーを活用した水力発電施設
が平成 13年度に稼働し、浄水場で消費する電力の一部を賄っています。
さらに、浄水場が比較的高い標高に位置しているため、送水の大半を自然流下で行うことができます。
また、朝霞浄水場との間に原水連絡管を設置し、多摩川の水だけでなく、利根川及び荒川の水を利用することが
でき、平成 22年 3月から、利根川及び荒川の取水量の全量を処理できる規模の高度浄水処理（日量 88万立方メー
トル）を導入しています。

【浄水場の施設概要】
	 （令和６年 4月 1日現在）

水　　系 浄水場 施設能力（㎥ /日） 比　率　（%） 処　理　方　法浄水場別 水系別

利根川・荒川水系

金　町 1,500,000 21.9

80.1

急速ろ過方式・高度浄水処理（150万㎥）
三　郷 1,100,000 16.1 急速ろ過方式・高度浄水処理（110万㎥）
朝　霞 1,700,000 24.8 急速ろ過方式・高度浄水処理（170万㎥）
三　園 300,000 4.4 急速ろ過方式・高度浄水処理（30万㎥）

東村山 880,000 18.5 急速ろ過方式・高度浄水処理（88万㎥）

多摩川水系

385,000

17.0

急速ろ過方式
小　作 280,000 4.1 急速ろ過方式
境 315,000 4.6 緩速ろ過方式
砧 114,500 1.7 緩速ろ過方式・膜ろ過方式
砧　下 70,000 1.0 緩速ろ過方式・膜ろ過方式

相模川水系 長　沢 200,000 2.9 2.9 急速ろ過方式
計 6,844,500 100.0 100.0 ―

	これらの施設の中には、老朽化等により、施設能力が低下しているものがあります。
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浄水の仕組み
浄水場では、河川などから取り入れた水を、水道法に基づく水質基準に適合した安全でおいしい水道水にします。
通常は、沈殿、ろ過及び消毒の 3段階の浄水処理を行っています。
また、ろ過方式は、急速ろ過法、緩速ろ過法及び膜ろ過法の三つに分けられます。

沈殿
水を緩やかに流したり、薬品（凝集剤）を使ったりして、水中に含まれる細かな砂などの濁質を沈めて取り除き
ます。

ろ過
沈殿では取り除けなかった水中の微粒子や微生物な	
どを、砂などを敷き詰めたろ過層やろ過膜を通すこと
によって取り除きます。

消毒
ろ過した水を、塩素で消毒します。水道水の衛生を
保つため、蛇口で遊離残留塩素を 1	リットル当たり 0.1	
ミリグラム以上保持することが法令で定められており、
浄水場で塩素の注入量を適時調整しています。
水道局では、都内の給水栓に設置した自動水質計器
により、必要かつ十分な消毒効果が保たれるよう、遊
離残留塩素を監視・制御しています。

浄水の方法

凝集沈殿
　ポリ塩化アルミニウム
などの凝集剤を使って、
沈みにくい微粒子を大き
な粒子（フロック）にし
て沈殿させます。

普通沈殿
　原水を大きな池に
導き、流れを穏やか
にして、水中の濁質
を自然に沈殿させま
す。

急速ろ過
　砂利、砂等が敷き詰
めてあるろ過池で、1日
120 から 180 メートル
程の速度で水をろ過しま
す。小さな面積で多量の
水をろ過できますが、ろ
過を 3、4日程度続ける
と砂層が汚れるため、砂
層を洗浄する必要があり
ます。

　金町浄水場、三郷浄水
場、朝霞浄水場、三園浄
水場、東村山浄水場、小
作浄水場及び長沢浄水場
で行っている処理方法で
す。

緩速ろ過
　ろ過池は下から玉
石、砂利、砂の順に
敷き詰めてあり、砂
の表面に繁殖した微
生物の働きで浄化す
る方法でろ過速度は
1日4メートルです。
自然の浄化機能を利
用した方法ですが、
ろ過池に広大な敷地
を必要とします。

　境浄水場で行って
いる処理方法です。

消毒

原水

水道水

膜ろ過
　超微細な細孔を持つ膜
に圧力差を利用して原水
を通し、膜の孔径より大
きな原水中の不純物等を
分離・除去します。
　膜は、集約して膜モ
ジュールと呼ばれる形で
使用します。他のろ過方
法に比べ、施設の縮小化
が図れます。

　砧浄水場及び砧下浄水
所で行っている処理方法
です。

大きな砂などを

沈める。

フロックを沈める。

　砂などを敷き詰め

た層に通してきれい

にする。

一般的な浄水処理の仕組み（急速ろ過法）
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高度浄水処理
高度浄水処理とは、通常の浄水処理では十分に対応できないかび臭原因
物質、カルキ臭の元となるアンモニア態窒素などの除去を目的に行う処理
であり、水道局では、凝集沈殿と急速ろ過との間に、オゾン処理及び生物
活性炭吸着処理を組み込んでいます。
水道局では、利根川水系の全浄水場（金町浄水場、三郷浄水場、朝霞浄
水場、三園浄水場及び東村山浄水場）において、高度浄水処理の導入を着
実に進め、平成 25年度までに施設整備を完了しています。これらの浄水
場では、利根川水系の取水量の全量を高度浄水処理し、より安全でおいし
い水をお届けしています。

　かび臭原因物質やトリ
ハロメタンの元となる物
質などを、オゾンの強力
な酸化力で分解します。

沈殿池から

高度浄水処理の仕組み
（金町浄水場）

広報映像
なかよくランチ編
（高度浄水処理の紹介）

オゾン接触池

高度浄水処理の導入経過
浄水場施設能力
（万㎥ /日）

高度浄水施設
完成年月 導入規模

（万㎥ /日）

金町浄水場 150
（一期）平成　4年　6月
（二期）平成　8年　4月
（三期）平成 25年　4月

150

三郷浄水場 110 （一期）平成 11年　3月
（二期）平成 25年 10月 110

朝霞浄水場 170 （一期）平成 16年 11月
（二期）平成 26年　3月 170

三園浄水場 30 平成 19年 10月 30
東村山浄水場 88（126.5） 平成 22年　3月 88
注　東村山浄水場は、利根川水系原水と多摩川水系原水の両方を処理し

ている。
　　（　）内の数値は、利根川水系原水と多摩川水系原水の合計

凡例　■	利根川系から 100%の高度浄水が供給される区域（一部供給の区域を含む。）
　　　■	原水が良好なため高度浄水処理を必要としない区域
　　　■	都営水道を利用していない区域

※高度浄水の給水区域は渇水等の事情により変わります。
（令和 4年 3月末現在）

三郷浄水場
三園浄水場朝霞浄水場

東村山浄水場

<高度浄水の供給区域>

金町浄水場
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膜ろ過処理
膜ろ過処理とは、原水を超微細な孔径を持つ膜に通し、ふるい分けの原
理により不純物等を分離・除去する方式です。膜ろ過処理によって、原水
中の濁質やクリプトスポリジウムなどの微生物が除去できます。
平成 19年 3月に、当時、浄水場として国内最大規模の膜ろ過施設（日
量 4万立方メートル）が砧浄水場及び砧下浄水所に導入されました。
また、多摩地区の 11か所の小規模浄水施設で、膜ろ過処理を行っています。

浄水場の更新
浄水場は、高度経済成長期に集中的に整備されており、今後、順次更新時期を迎えます。
浄水場の更新は、予防保全型管理による施設の長寿命化や更新の平準化を図り、年間事業費を抑制しつつ、約
90年で計画的に推進していきます。また、浄水場は、事故時や改良工事等による施設停止の影響を最小限にとど
めるため、場内の施設を複数の系列に分割していることから、系列単位で更新していくこととなります。しかし、
施設能力が日量 100万立方メートルを超える大
規模浄水場は、系列単位で更新することにより、
大幅な施設の能力低下が生じます。
このため、更新に伴い低下する施設能力相当
の代替浄水場をあらかじめ整備（既存浄水場の
一部を先行して更新）した上で、浄水場の更新
に着手します。
浄水場の施設能力は、安定給水を確保した上
で、水道需要の動向、補修や停止リスクによる
能力低下などを考慮し、更新に併せてダウンサ
イジングしていきます。また、大規模浄水場では、
浄水場の停止による影響を軽減させるため、施
設能力を均等化していきます。
さらに、原水水質に応じた浄水処理方式を導
入するとともに、環境対策等の観点から位置エ
ネルギーの有効活用や施設配置の最適化に努め
ていきます。加えて、デジタル技術やAI などの
最新技術を導入し、効率的な維持管理を進めて
いきます。

膜ろ過の仕組み図

膜ろ過施設

砧浄水場及び砧下浄水所の膜の仕様
項　　目 除　　　去　　　率
膜の種類 外圧式精密ろ過膜（MF膜）
膜の形状 中空糸膜
膜の材質 ポリフッ化ビニリデン（PVDF）
公称孔径 0.1 μm

2030年

境
（2030年代）

東村山
(1960年度)

金町
(1964年度)

上流部(仮称)
(2030年代)

朝霞
(1966年度)

三郷
(1985年度)

2100年代

浄水場更新

2050年代

代替浄水場整備 （ ）内は完成予定年代
浄水場更新 （ ）内は供用開始年度

2014年

代替浄水場整備

約90年

主な浄水場の更新時期

系列①の代替を整備

撤去・更新

廃止

整備

撤去・更新更新済

更新済更新済

更新済 更新済更新済

系列① 系列② 系列③

代替浄水場 更新する浄水場

浄水場の系列単位の更新
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安全でおいしい水の供給7

残留塩素の低減化
⑴　残留塩素の適正な管理
水道局では「おいしさに関する水質目標」を独自に定め、残留塩素濃度を 0.1 ミリグラム /リットル以上 0.4 ミ
リグラム /リットル以下としています。この目標を達成するため、都内 131 か所の自動水質計器により日々の水
質をチェックし、残留塩素の適正な管理を実施しています。今後、自動水質計器を増設し、モニタリングを充実さ
せることで、より厳密な管理を進めていきます。

⑵　給水所における追加塩素の注入
水道水を各地域へ送る拠点である給水所に、塩素を追加注入できる設備を整備することで浄水場での塩素注入量
を低減し、浄水場からの距離にかかわらず、残留塩素濃度が適切に保たれた水道水を供給しています。

水道管の計画的な取替え
計画的に水道管を新しいものに取り替え、安全でおいしい水をそのままお客さまへお届けしていきます。

貯水槽水道の適正管理
水道局では、平成 16年度から給水区域内の全ての貯水槽水道を対象に、点検調査を実施し、改善等について、指導・
助言を行っています。
今後も定期的に点検調査等を行うことで、適正管理の更なる徹底を図っていきます。

直結給水化の推進
近年の新築建物では、9割程度直結給水方式が採用されています。
既存の貯水槽水道方式から、直結給水方式への切替えに向け、以下の支援策を積極的に推進しています。

⑴　直結給水方式への切替えに伴う給水管増径工事の実施
貯水槽水道方式から直結給水方式への切替えに際して、道路部分からメータまでの給水管を現状より太くしなけ
ればならない場合に、増径工事を水道局が施行しています。
⑵　資金調達への支援
マンション等で直結給水方式への切替え工事を行う際の工事費用の資金調達の支援として、管理組合向け融資取
扱金融機関を紹介しています。
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施設の老朽化や災害、気候変動といった直面する
様々な課題やリスクに適切に対応し、将来にわたり
安全でおいしい水を安定的に供給することが東京水
道の使命です。
そのためには、高い安全度を備えた水道システム
の構築が必要であり、引き続き、給水所や配水管等
の施設整備が必要となります。
水道局では、より一層の安定給水を確保するため、
計画的な施設整備を進めていきます。

給水所
給水所は、浄水場から送られてきた水をためて、配水区域内に水を配る施設です。配水池とポンプ設備を持ち、
水道使用量の時間的な変化に応じた配水量の調整、配水系統の切替えなどを行います。
また、震災時等には、周辺地域のお客さまへの給水拠点となります。
常に安定した給水を行うには、事故時や震災時にも対応可能な配水池容量を確保するとともに、地域的にバラン
スの取れた給水所の配置が必要です。そこで、配水区域における計画一日最大配水量の 12時間分以上の配水池容
量を確保することを目標に、給水所の新設や既存施設の増強を図っています。

配水管
配水管は、給水所から配水区域に水を配るために布設した水道管のことです。その延長は令和６年 3月末現在で
27,520 キロメートルあり、地球の約 3分の 2周の長さに相当します。
水道局では、清浄な水道水をお客さまに必要な量と適正な圧力で送り届けられるよう維持管理を行っており、古
くなった管を計画的に取り替えています。新たに埋設される管には、地震時に抜け出しにくい構造となっている「耐
震継手管」を採用し、耐震性の強化を図っています。
また、震災時における断水被害を最小限にとどめ、可能な限り給水を確
保するとともに、平常給水に復旧するまでの日数を短縮するために、平成
22年度からは、これまでの耐震継手管への取替計画を大幅に前倒しする
「水道管路の耐震継手化緊急 10ヵ年事業」により、震災対策を進めてき
ました。さらに、平成 25年度からは、より効果的に断水被害を軽減でき
るよう、想定地震動、液状化危険度等を考慮した「水道管路の耐震継手化
10ヵ年事業」を推進しています。

給水管
給水管は、各家庭などに水を供給する管で、お客さまの管理となっています。都内で発生する漏水の 9割以上は
給水管で発生しており、特に空き家などでは、管理が不十分な給水管が長期間使われないまま残されることで、漏
水の発見が遅れることとなります。
そこで、漏水リスクを回避し、給水環境の適正化を図っていく観点から、耐震継手化が完了した配水管から分岐し、
かつ使用中止期間が 5年以上経過している給水管について、お客さまの同意が得られた場合に水道局が撤去する「長
期不使用給水管整理事業」を実施しています。

水運用センター
水運用センターでは、小河内貯水池から配水管までの効率的な水運用を行うため、浄水場や給水所及び配水管
等の各種データを収集し、24時間体制で適切な水量及び水圧となるよう様々な調整を行っています。
また、収集したデータから異常を検知するシステムを用いて、事故を早期に発見し、迅速に対応を行うことで
安定給水の確保に努めています。

安定給水を目指して8
水道システム概念図

配水施設概要
	 （令和６年 3月末現在）

区　部 都営水道
26市町 計

配
水
管（
㎞
）

本管
配水 1,726.0 834.7 2,560.7

小管
配水 15,102.3 9,857.4 24,959.7

計（㎞） 16,828.3 10,692.2 27,520.5
※端数調整により、合計値が合わないことがある。
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お客さまとのコミュニケーション9
水道サービスの基本は、安全でおいしい水を常に安定して供給することにありますが、同時に、日常的なサービ
スの向上も重要な施策の一つです。お客さまの価値観の多様化が進む中、これまで以上に、お客さまの立場に立っ
たサービスの向上が求められています。
水道局では、お客さまセンターの開設や東京都水道局アプリによる受付、口座割引制度の導入、クレジットカー
ド払いの導入、スマートフォン決済の導入などを実施し、お客さまのニーズをより一層反映した質の高いサービス
の提供に努めています。
また、水道事業に対する理解を深め、水道水に親しんでいただくために、イベントを開催しているほか、PR施設	

（42ページ）の運営等を行っています。

水道料金
水道料金の計算方法
【計算式】（基本料金+従量料金）×消費税率（1円未満の端数は切り捨てます。）
【計算事例】呼び径 20ミリメートルで 1か月 24立方メートル使用した場合の料金
（基本料金 1,170 円 +従量料金 2,042 円）× 1.10=3,533 円（令和元年 12月分以降の場合）
〈従量料金内訳〉
1~5㎥@ 0円 × 5㎥ = 0円

※　	通常の場合は、2か月に 1度の請求です
ので、使用水量を 2分の 1にし、1か月
ずつ料金を算出して合計してください。

　　	なお、使用水量の 2分の 1の量に端数が
生じたときは、その端数を一方の月に加
えてください。

6~10㎥@ 22円 × 5㎥ = 110円
11~20㎥@ 128円 × 10㎥ = 1,280 円
21~24㎥@ 163円 × 4㎥ = 652円

小　計 2,042 円

日割算定方式
月の途中において水道の使用
開始、中止等をする際の水道
料金の計算について、使用日
数に応じて、基本料金と従量
料金を日割により算定してい
ます。

口座振替がお得です。
水道料金を口座振替でお支払
になる場合は、1か月当たり
50円（年間 600円）（税抜き）
を割り引きます。
＊	預金残高不足等による再振
替には適用されません。

クレジットカードが
利用できます。

事前に登録しますと、水道料
金・下水道料金をクレジット
カードによりお支払できま
す。
クレジットカードによるお支
払には「口座割引」は適用さ
れません。

スマートフォン決済が
利用できます。

請求書に記載されているバー
コードをスマートフォンのカ
メラで読み取ると、水道料金・
下水道料金を電子マネーによ
りお支払できます。

【東京都給水条例第 23条の 2及び第 23条の 3に定める基本料金・従量料金（1か月分）】【税抜き】
	 （平成 17年 1月 1日から適用）

呼び径 基本料金
従量料金

1㎥〜
5㎥

6㎥〜
10㎥

11㎥〜
20㎥

21㎥〜
30㎥

31㎥〜
50㎥

51㎥〜
100㎥

101㎥〜
200㎥

201㎥〜
1,000㎥

1,001㎥
以上

一
般
用

13㎜ 860円
0円 1㎥につき

22円
1㎥につき
128円

1㎥につき
163円

1㎥につき
202円

1㎥につき
213円

1㎥につき
298円

1㎥につき
372円

1㎥につき
404円20㎜ 1,170 円

25㎜ 1,460 円
30㎜ 3,435 円 1㎥につき 213円 1㎥につき

298円
1㎥につき
372円

1㎥につき
404円40㎜ 6,865 円

50㎜ 20,720 円
1㎥につき 372円 1㎥につき

404円75㎜ 45,623 円
100㎜ 94,568 円

1㎥につき 404円
150㎜ 159,094 円
200㎜ 349,434 円
250㎜ 480,135 円
300㎜
以上 816,145 円

公衆浴場用
（40㎜以上は
一般用に同
じ）6,865 円

0円 1㎥につ
き 22円 1㎥につき 109円

注　呼び径は、検針票などに記載されています。

（参考）下水道料金の計算方法（23区）
【計算式】下記の表で算出した額×消費税率（1円未満の端数は切り捨てます。）

【東京都下水道条例第 14条に定める料金の料率（1か月分）】【税抜き】
	 （平成 10年 6月 1日から適用）

汚水の種類
料率

0㎥〜
8㎥

9㎥〜
20㎥

21㎥〜
30㎥

31㎥〜
50㎥

51㎥〜
100㎥

101㎥〜
200㎥

201㎥〜
500㎥

501㎥〜
1,000㎥

1,001㎥
以上

一般汚水 560円 1㎥につき
110円

1㎥につき
140円

1㎥につき
170円

1㎥につき
200円

1㎥につき
230円

1㎥につき
270円

1㎥につき
310円

1㎥につき
345円

浴場汚水 280円 1㎥につき 35円

注　下水道使用量（汚水排出量）は、原則として、水道の使用量を下水道使用量としています。
　　下水道料金の徴収業務は、下水道局との協定により、水道局が行っています。
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水道料金及び下水道料金の減免について

⑴　�東京都給水条例・東京都下水道条例に種類が定められている減免

対象
措置内容（減免額）

水道料金 （参考）下水道料金

東
京
都
給
水
条
例
に

　
　
　
　
基
づ
く
減
免

生活保護世帯
（生活扶助の受給世帯） 基本料金

（給水管の呼び径が 30㎜以上の
ものについては基本料金と 1か
月当たり 5㎥までの使用水量に
係る従量料金との合計額）

1か月当たり 8㎥以下の汚水
排出量に係る料金児童扶養手当受給者

特別児童扶養手当受給者

⑵　その他の減免
〈令和 8年 3月 31日まで減免措置を行うもの〉
○	⑴の対象になっている方（⑴減免に加え 1か月当たり 10立方メートルまでの従量料金の減免を行います。）
○	生活保護法による「教育扶助」、「住宅扶助」、「医療扶助」又は「介護扶助」のいずれかを受給されている方
○公衆浴場営業　○社会福祉施設　○めっき業
○用水型皮革関連企業
○中国残留邦人等支援給付受給者（適用期限は異なります。）

〈令和 8年 3月 31日まで下水道料金のみ減免措置を行うもの〉
○	老齢福祉年金（みどり色の手帳の国民年金証書）を受給され、給水契約等の名義人となられている方
○医療施設　○染色整理業
○次の生活関連業種
　	パン製造小売業 /クリーニング業 /魚介類小売業 /豆腐製造小売業 /日本そば店 /中華そば店 /めん類製造業 /
野菜小売業 /かまぼこ水産加工業 /こんにゃく製造業 /民生食堂・大衆食堂 /食肉小売業 /大衆すし店 /あん類
製造業 /ソース製造業 /つけ物製造業 /そうざい製造業 /つくだ煮製造業 /ハム・ソーセージ製造業 /水産物仲
卸業 /簡易宿所営業等 /理容業 /美容業

措置内容（減免額）は、それぞれ異なりますので、水道局ホームページをご覧ください。
注　	上記の下水道料金の減免措置は、23区内で下水道を使用されているお客さまが対象です。
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お客さまサービス
お客さまセンター
受付業務や問合せ対応等を集中化した受付センターとして、お客さまセンターを開設しています。
お客さまセンターでは、水道の使用開始、中止等のお届けなどを一括して取り扱っています。

お客さまセンター（対象区域 :23 区・多摩 26市町）
電話番号　0570-091-100（ナビダイヤル）
※ナビダイヤルをご利用いただけない方　03-5326-1101 または 042-548-5110
ファクシミリ番号　03-5790-0572（区部）　042-548-5115（多摩）
受付時間　	日曜日及び祝日を除く午前 8時 30分から午後 8時まで
※漏水事故などの緊急のご用件については、全日 24時間ご案内しています。

そのほか、23区内には 21の営業所、多摩地区（26市町）には 12のサービスステーションを設置して、お客
さまからの御相談を承っています。

東京都水道局アプリによる受付・サービス
⑴　東京都水道局アプリについて
東京都水道局アプリでは、引っ越しの届出や水道料金の支払等、様々な機能がいつでもどこでもご利用頂けます。
スマートフォン（iOS・Andoroid）及び PC（WEB）でご利用頂けます。

⑵　東京都水道局アプリの主な機能
①	水道の使用開始・中止等の申込機能
②	スマートフォン決済やクレジットカードによる水道料金の支払機能
③	検針票や過去 2年間の使用水量と料金が確認できる照会機能
④	水道局からイベント等の通知を受け取る機能
また、スマートフォンの位置情報を活用し、お客さまから一番近い災
害時給水ステーション（給水拠点）を確認する機能（発災時には開設
状況も確認可能）

水道スマートメータ先行実装プロジェクト
デジタル技術を活用したお客さまサービスの向上や将来を見据えた業務の効率化、最適化等を目的として、令和
6年度までにパイロットエリア、スマートシティ、再開発地区、集合住宅、検針困難箇所、公共施設に約 13万個
のスマートメータを導入し、導入効果の確認やお客さまサービスの向上に関するニーズの把握、技術的課題の解決
を図り、2030年代までの全戸導入につなげていきます。

広報・広聴
広報・広聴の概要
●主な広報施策
⑴　ホームページやX（旧Twitter）
東京都水道局の事業に関する情報をホームページで提供しています。
また、報道発表やその他のホームページ掲載情報、災害時における被害情報等を提供するツールとして活用する
ことを目的に、平成 24年 4月に局公式 X（旧 Twitter）を開設しました。

ホームページ
https://www.waterworks.metro.
tokyo.lg.jp/

東京都水道・下水道公式X（旧Twitter）
https://x.com/tocho_suido

https://www.waterworks.metro.
tokyo.lg.jp/tetsuduki/suidoapp/
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⑵　Tokyowater�Drinking�Station
公共性の高い場所に設置されている水飲栓及びイベントの際に水道局が設置する可動型の水飲栓を

「Tokyowater	Drinking	Station（通称	DS）」として展開し、マイボト
ル等を利用した外出先における水道水の飲用や、それを通じた環境配慮行
動の促進を図っています。
現在、公共施設や都営線の駅等に設置されている約900か所の水飲栓を、
DSとしてホームページ上のマップで公開しています。
⑶　水道キャラバン
次世代を担う小学生の水道に対する理解を深めるため、キャラバン隊を
編成して小学校を巡回し、主に小学４年生を対象として、映像や実験など
を取り入れた分かりやすく親しみやすい授業を実施しています。
また、乳幼児を子育て中の保護者を主な対象として、児童館や地域のイ
ベント等で出前講座を実施しています。
さらに、特設サイト「おうち水道キャラバン」には、出前講座の映像や
限定動画等、いつでも・どこでも・誰でも、楽しみながら水道について学
べる各種コンテンツを掲載しています。
⑷　水道ふれあい月間
毎年６月を「水道ふれあい月間」と位置付け、各地域で街角イベントを
実施するなど、積極的にお客さまとのコミュニケーションを図っています。
⑸　水道なんでも相談
区部及び多摩地区の駅前広場、商店街などに相談所を開設し、お客さま
からの水道に関する相談に応じています。
⑹　地域水道ニュース
地域情報を分かりやすく伝える地域水道ニュースを、各営業所等で発行
しています。
⑺　利根川水系上下流交流事業
利根川上流の水源地域である群馬県の人々と水を利用する東京都の人々
とが、水資源の大切さ、大都市における水確保の重要性、水源地域の現況
などを認識し、相互の理解を深めていただくことを目的とする交流会を開催しています。
⑻　多摩川水系上下流交流事業
多摩川上流の水源地域の人々と水を利用する中下流部の人々とが、親しく交わり相互理解を図ることを通し水道
水源林の大切さや水質保全の重要性について理解を深めていただくことを目的とする交流会を開催しています。
⑼　玉川上水ウォーキング
国の史跡に指定されるなど歴史的評価の高い玉川上水について、お客さまに玉川上水沿いを散策していただくこ
とにより、水道水源施設の保護や自然環境の保全など、水道事業への関心を高めていただいています。

●広聴施策
⑴　お客さま調査
水道事業に対するお客さま満足度や、意識を測定しています。調査結果は、事業を行う上での貴重な資料として
活用しています。
今後もお客さまニーズの把握に努め、事業に反映していきます。

⑵　お客さまの声窓口
サービス推進課のほか、お客さまセンター、各営業所等の窓口及びホームページにお寄せいただいたお客さまの
御意見、御要望などをデータベース化し、事業運営の参考としています。
また、お客さまの声が局事業に反映された事例などをホームページで公開しています。

DSマップ
https://www.waterworks.metro.
tokyo. lg . jp/kurashi/dr inking_
station

おうち水道キャラバン
https://www.suido-caravan.jp/

国際フォーラムに設置のDS

小学校を訪問した水道キャラバン
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多摩地区水道の都営一元化
多摩地区の水道は、かつてはそれぞれの市町村が個別に経営していました。
しかし、昭和 30年代以降の急速な都市化の進展に伴い、区部と多摩地区市町村間において、水道料金等の住民
負担、普及率、水道施設の整備状況その他の格差が目立つようになり、その是正について強い要望が出されていま
した。
東京都は、知事の諮問を受けた東京都水道事業調査専門委員からの「東京都は三多摩地区市町村営水道事業を吸
収合併し、区部水道事業とともに一元的に経営することによって、水道事業における格差を解消する方途を講ずる
べきである。」という助言を受け、五日市町（現あきる野市）、奥多摩町、日の出村（現日の出町）及び檜原村を除
く多摩地区の各市町の水道事業を都営水道に統合するため、昭和 46年 12月に「多摩地区水道事業の都営一元化
基本計画」を発表しました（五日市町及び日の出町は昭和 49年 10月に、奥多摩町は平成 21年 4月に計画対象
地域に追加されました。）。
この計画に基づいて、各市町からの申出に応じ、個別協議を進めてきた結果、今日までに、26市町の水道事業
が都営水道に統合され、本計画の取組は終結しています。
多摩市、八王子市、町田市及び稲城市の 4市にまたがる多摩ニュータウン地区の水道は、多摩ニュータウン水道
事業として独自に運営されてきましたが、平成 10年 4月 1日から、都営水道へ統合されています。
また、都営水道に統合されていない武蔵野市、昭島市及び羽村市では、市が独自に水道事業を行っていますが、
地下水だけでは需要に対して水源が不足するなどの理由から、東京都が暫定的に浄水を供給できる体制を整えてい
ます。

多摩地区水道の経営改善
都営一元化された後も、都営水道のうち 25市町については、お客さまと密接に関係する業務を東京都からそれ
ぞれの市町に、地方自治法に基づく事務の委託をしてきました。このため、料金収納、給水装置の新設承認等の業
務は、市町の水道担当部署で行われてきました。
そこで水道局では、更なるお客さまサービスと給水安定性の向上及びより効率的な事業運営を図るため、平成
15年 6月に市町への事務委託の解消を中心とする「多摩地区水道経営改善基本計画」を策定し、多摩地区水道の
経営改善を進めてきました。
そして、この基本計画に基づき、各市町と協議を進め、順次事務委託を廃止した結果、平成 23年度末には、委
託していた全ての業務が東京都に移行しました。
なお、市町から移行された業務の運営（サービスステーションの運営、水道施設の運転管理等）に当たっては、
東京都政策連携団体（東京水道株式会社）を活用する
ことで、公共性を確保しつつ、効率的な体制を構築し
ています。

強靭で信頼される広域水道へ
水道局では、これまで、事務委託完全解消を見据え
た「多摩水道改革計画（2010-2014）」（平成22年8月）、
東日本大震災など、その後の状況変化等を踏まえた「多
摩水道改革計画2013~新たなステージにおけるレベル
アップへの挑戦~」（平成 25 年 5月）、多摩水道が目
指す将来像を示した「多摩水道運営プラン 2017~ 強
靭で信頼される広域水道へ~」（平成29年3月）により、
多摩地区の水道事業の改革を進めてきました。
現在は、「東京水道経営プラン 2021~お客さまの信
頼で築く強靭な東京水道~」（令和 3年 3月）に基づき、
多摩水道の強靭化に向けて、地域特性を踏まえた配水
区域の再編や施設整備等、様々な取組を進めています。

多摩地区の水道10

事業状況
都営 26市町の事業現況	 （令和６年 3月末現在）
給水区域面積
（km2）

給水人口
（千人）

給水普及率
（%）

給水件数
（千件）

年間配水量
（千m3）

一日最大配水
量（千m3）

612 3,968 99.9 2,070 414,469 1,211

事務委託廃止の状況
廃止年月日 市町名 廃止年月日 市町名

平成 16年 3月 31日 武蔵村山市 平成 19年 3月 31日 西東京市
多摩市 日の出町

平成 17年 3月 31日 瑞穂町

平成 20年 3月 31日

八王子市

平成 18年 3月 31日

府中市 立川市
小平市 町田市
東大和市 国分寺市
東久留米市 福生市

平成 19年 3月 31日

小金井市
平成 21年 3月 31日

青梅市
日野市 調布市
東村山市 国立市
狛江市 平成 23年 3月 31日 三鷹市
清瀬市 稲城市
あきる野市

（注 1）	奥多摩町の水道事業は、平成 22年 4月に都営水道に統合したが、事務
委託は行っていない。

（注 2）	表の廃止年月日は、徴収系業務の事務委託廃止日を指す。
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水道局では、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、震災対策に積極的に取り組んできました。
こうした中、東日本大震災では、震源から遠く離れた都内においても、計画停電による断水や濁水が発生するな
どの被害を受けました。
首都直下地震の切迫性が指摘されている中、水道局では、震災対策を最重要課題の一つと位置付け、施設整備な
どのハード面及び応急給水体制の強化などのソフト面から震災対策に取り組んでいます。

地震に強い水道施設の整備
大規模地震が発生した場合においても、水道施設の被害を最小限にとどめ、給水を可能な限り確保するため、水
道施設の耐震化やバックアップ機能の強化等を行っています。

水道施設の耐震化
⑴　貯水池及び取水・導水施設の耐震化
河川から水を取り入れる施設、その水を浄水場へ送る施設の耐震化を推進します。なお、貯水池については、堤
体強化が完了しました。
⑵　浄水場の耐震化
河川などから取り入れた水を浄水処理する施設の耐震化を推進します。
⑶　給水所の耐震化
地域の需要に応じて配水する水を貯留している施設の耐震化を推進します。
⑷　配水管の耐震化
都の被害想定で震災時の断水率が高い地域を取替優先地域と位置づけ、当該地域の耐震継手化を重点的に推進し
ます。
⑸　給水管の耐震化
給水栓が 3栓以上設置されている私道を対象に耐震性能を持つ配水管を布設し、既設給水管をステンレス鋼管に
取り替えます。2栓以下の場合は、塩化ビニル製給水管をステンレス鋼管へ取り替えます。
⑹　自家用発電設備の新設・増強
大規模停電時でも、浄水場等が平常時と同様に稼働できるよう、自家用発電設備を整備します。

多摩地区の地域特性を踏まえた配水区域の再編

都営水道26市町
市営・村営水道
浄水場
浄水所
給水所
主要送水管

多摩川

東村山

境

小作

小河内貯水池

山口
貯水池

村山
貯水池

多摩川左岸西部地域
（傾斜のある市街地）

多摩川上流地域
（山間部）

多摩川左岸東部地域
（平坦な市街地）

多摩川右岸地域
（起伏のある丘陵地）

震災に備えて11

エリア 再編の方針

多摩川上流地域
高低差及び起伏が多い地形
に合わせた小規模な配水区
域へ再編

多摩川左岸西部	
地域

一方向に傾斜のある地形に
合わせた中規模な配水区域
へ再編

多摩川左岸東部	
地域

平坦な地形に合わせた大規
模な配水区域へ再編

多摩川右岸地域 起伏のある地形に合わせた
中規模な配水区域へ再編

全エリア共通
配水池容量の確保、給水所
などへの送水管の二系統
化、配水管網の整備
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震災時のバックアップ機能の強化
⑴　導水施設の二重化
災害時や事故時だけでなく、更新などの工事の際にもバックアップ機能を確保するため、導水施設の二重化を推
進します。
⑵　送水管のネットワーク化
浄水を給水所へ送る重要管路のネットワーク化を推進します。
⑶　給水所の新設・拡充
平常時の安定給水はもとより、災害や事故時においても可能な限り給水を確保するため、給水所の新設・拡充を
推進します。

災害時給水ステーションの開設
災害で断水したときは、「災害時給水ステーション」で水をお配りしま
す。「災害時給水ステーション」は次の場所で開設しますので、発災時は
ホームページ等で開設状況を御確認の上、お越しください。

⑴　水道施設や公園の下に水を貯めておく施設
お住まいからおおむね半径 2キロメートルの距離内に 1か所開設しま
す。公園や都立学校の校庭の下などに水を貯めておく施設を応急給水槽
と言います。
水道施設と応急給水槽合わせて、東京都全体で 213か所整備されてお
り、25メートルプールで約 2,150 杯に相当する約 108万立方メートル
の水が確保されています。
応急給水槽の水は、配水管との間を循環する仕組みになっているので、
常に新鮮な水が供給されます。

⑵　避難所等
応急給水槽等での応急給水を補完するために、避難所応急給水栓や、避
難所付近のあらかじめ指定した消火栓を用いて、区市町が開設します。ま
た、区市町が設置する仮設水槽に、給水車等の車両を使用して水を補給する形態もあります。

職員の危機対応力を強化する取組
⑴�　東京水道危機対応力強化計画
水道局では、自然災害、テロ発生、新興感染症の各災害への危機対応力を向上させるため、「危機対応力強化計画」
を策定し、年間を通して体系的かつ網羅的に訓練等を実施しています。

日比谷公園の応急給水槽

消火栓からの応急給水

「災害時給水ステーション」は左のマークが目印です。
災害時給水ステーションにお越しの際は、水を入れ

る清潔な容器（背負えるタイプの給水袋や空のペット
ボトルとリュックサックなど）を必ず御持参ください。
災害時給水ステーションの開設状況は、水道局ホーム

ページや水道局アプリ（詳細は27ページ参照）などで
公表します。開設状況を確認の上、お越しください。

東京都の水道システムと地震対策
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⑵　水道緊急隊
震災などにより断水が生じた際の迅速な復旧を目的として、365 日、24時間体
制で活動する水道緊急隊を配備しています。発災時には、速やかに現場へ出動し、
首都中枢機関や災害拠点病院等への供給ルートの被害状況を把握するとともに、通
水確保のための作業を行います。
平常時は、発災を想定した訓練や給水車による応急給水などを行うことで発災時
の対応力向上に努めています。
⑶�　東京水道災害救援隊（通称 : 東京ウォーターレスキュー）
近年、日本各地で、大規模な地震災害や豪雨災害など、大規模な災害が頻発して
います。こうした災害による水道施設の被害に対し、東京都水道局では、可能な限
り被災事業体などからの救援要請に応えてきました。
これまでの派遣の教訓から、迅速な救援体制の確保や救援長期化への対応などが
課題として挙げられていたことから、被災地からの支援要請に即応できる体制をあ
らかじめ確保し、発災初期だけでなく現地の被災状況に応じて継続的な派遣も可能
とする仕組みとして、平成 29年 3月に「東京ウォーターレスキュー」を創設しました。
令和 6年 1月に発生した能登半島地震においても応急給水・応急復旧活動を行いました。

給水車からの高所揚水訓練

令和６年能登半島地震での応急給水活動

１ 　計画の位置づけ

ＰＤＣＡサイクルの実践

改善

〔Action〕

訓練企画

〔Plan〕

実施

〔Do〕

検証

〔Check〕

前年度の改善点の検証を含めたより厳
しい状況を想定した訓練を企画

行動マニュアルに則したリアルな訓練
外部関係機関と連携した訓練

訓練後、速やかに課題を提起

課題の対応策を検討し、改善点
をマニュアル等に反映

2　 訓練ポリシー

3　 年間方針

5　年間スケジュール

4 　訓練実施計画
実施単位 訓　　練　　内　　容　　等訓練の想定

各職場単独突発事故 水質事故や漏水事故等の突発事故への対処訓練

夜間・休日などの勤務時間外の発生を想定した水道局全体の参集訓練

首都中枢機関等への供給ルート確保のための活動訓練
自
然
災
害

首都直下地震

他の地域での
災害

全職場

各職場単独

水道局全体の活動訓練

全国の大都市水道事業体の救援部隊の受入訓練

住民、高校生及び区市町職員と連携した応急給水訓練など

全職場新興感染症 新型ウイルスの大流行を想定した活動訓練

全職場 標的型メール攻撃への対応訓練

テ
ロ
発
生

各職場単独 浄水場等の制御系システムへのサイバーテロへの演習訓練
国の主催 内閣官房が主催する演習訓練サイバーテロ

救援隊の
派遣

他の都市
と連携した
訓練 隣接事事業体との連絡管の相互融通訓練

南海トラフ巨大地震等を想定した遠方の大都市への派遣訓練
関東地方の水道事業体への派遣訓練

各職場単独施設へのテロ 各浄水場における警察・消防と連携したテロ対処訓練

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ３月２月

訓練で判明した課題の改善策を
各種マニュアルに反映

事業所レベルを含め
より詳細なマニュアル

の改定

危機管理に
係る全職員
への研修

防災担当者
研修

各 種 訓 練 を 順 次 実 施

東 京 水 道 危 機 対 応 力 強 化 計 画

　様々な脅威に対する組織及び職員の危機対応力を強化させるこ
とを目的に、年間を通じて体系的かつ網羅的な訓練を実施してい
くために、2024年度の訓練計画を定めるとともに、震災応急対
策計画や各種マニュアル等の改定スケジュールを示すもの

実際の災害では訓練以上のことはできない。訓練をしていなければ、本番では何もできない
　　　⇒経験・検証を一つひとつ積み上げ、各部署・職員の危機対応力の礎とする

被災地への主な派遣実績
年 災害名 救援内容 派遣人数

平成 7年 阪神・淡路大震災 応急給水、応急復旧 1,256 名
平成 16年 新潟県中越地震 応急給水、応急復旧 105名
平成 19年 新潟県中越沖地震 応急復旧 76名
平成 23年 東日本大震災 応急給水、応急復旧 165名
平成 27年 関東・東北豪雨 給水袋支援、応急復旧、

水質調査 25名
平成 28年 熊本地震 給水袋支援、応急復旧 111名
平成 30年 西日本豪雨 水質検査支援 6名
令和元年 令和元年房総半島台風 応急給水 53名
令和 4年 令和 4年台風第 15号 応急給水 18名
令和 6年 令和６年能登半島地震 応急給水、応急復旧 約1,730名

シンボルマーク
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【水道局設置分】
番号 区名 施設名 所在地
1 千代田区 区立東郷元帥記念公園 ★ 三番町 18番地
2 都立日比谷公園 ★ 日比谷公園 1番地
3 都立一橋高等学校 ☆ 東神田一丁目 12番 13号
4 中央区 晴海給水所 □ 晴海一丁目 6番 3号
5 区立あかつき公園 ★ 築地七丁目 19番 1号
6 区立堀留児童公園 ☆ 日本橋堀留町一丁目 1番 16号
7 港区 芝給水所 □ 芝公園三丁目 6番 7号
8 都立青山公園 ★ 六本木七丁目 23番
9 シティハイツ桂坂（港区防災活動拠点）☆ 高輪二丁目 13番 8号
10 新宿区 淀橋給水所 □ 西新宿二丁目 10番 1号
11 区立鶴巻南公園 ★ 早稲田鶴巻町 507番
12 区立百人町ふれあい公園 ★ 百人町三丁目 28番
13 文京区 本郷給水所 □ 本郷二丁目 7番 29号
14 区立教育の森公園 ★ 大塚三丁目 29番
15 台東区 都立上野恩賜公園 ★ 上野公園 8番 51号
16 区立隅田公園山谷堀広場 ☆ 浅草七丁目 1番
17 墨田区 区立文花公園 ★ 文花一丁目 27番 5号
18 区立両国公園 ☆ 両国四丁目 25番 3号
19 江東区 亀戸給水所 □ 亀戸二丁目 6番 50号
20 豊住給水所 □ 東陽六丁目 1番 8号
21 江東給水所 □ 新砂三丁目 6番 17号
22 有明給水所 □ 有明三丁目 1番 8号
23 区立南砂三丁目公園 ★ 南砂三丁目 14番 21号
24 都立辰巳の森海浜公園 ★ 辰巳二丁目 1番
25 品川区 区立戸越公園 ★ 豊町二丁目 1番 30号
26 区立しおじ公園 ★ 八潮五丁目 6番
27 都立八潮高等学校 ☆ 東品川三丁目 27番 22号
28 目黒区 八雲給水所 □ 八雲一丁目 1番
29 都立林試の森公園 ★ 下目黒五丁目 37番
30 大田区 馬込給水所 □ 西馬込二丁目 15番 6号
31 上池台給水所 □ 上池台一丁目 48番 25号
32 東海給水所 □ 東海一丁目 3番 12号
33 区立西六郷三丁目公園 ★ 西六郷三丁目 16番 16号
34 区立萩中公園 ★ 萩中三丁目 25番 26号
35 区立都堀公園 ★ 大森東一丁目 30番
36 区立下丸子公園 ★ 下丸子四丁目 21番
37 区立女塚なかよし公園 ☆ 池上五丁目 24番
38 世田谷区 砧浄水場 □ 喜多見二丁目 9番 1号
39 砧下浄水所 □ 鎌田二丁目 4番 1号
40 和田堀給水所 □ 大原二丁目 30番 43号
41 玉川給水所 □ 玉川田園調布一丁目 19番 1号
42 大蔵給水所 □ 砧二丁目 8番 1号
43 駒沢給水所 □ 弦巻二丁目 41番 5号
44 区立こどものひろば公園 ★ 下馬二丁目 31番 4号
45 区立葭根公園 ★ 船橋六丁目 21番
46 都立祖師谷公園 ★ 上祖師谷四丁目 2番

番号 区名 施設名 所在地
47 区立中町二丁目公園 ☆ 中町二丁目 34番 1号
48 渋谷区 都立代々木公園 ★ 代々木神園町二丁目 1番
49 都立第一商業高等学校 ☆ 鉢山町 8番 1号
50 区立景丘公園 ☆ 恵比寿四丁目 19番 21号
51 中野区 区立弥生公園 ☆ 弥生町五丁目 4番
52 区立江古田の森公園 ☆ 江古田三丁目 14番
53 区立みずのとう公園 ☆ 江古田一丁目 3番
54 杉並区 杉並浄水所（注 1） □ 善福寺三丁目 28番 5号
55 和泉水圧調整所 □ 和泉二丁目 5番 23号
56 上井草給水所 □ 上井草三丁目 22番 12号
57 都立和田堀公園 ★ 大宮二丁目 26番
58 区立蚕糸の森公園 ★ 和田三丁目 55番
59 区立昭栄公園 ★ 高井戸西一丁目 12番
60 区立井草森公園 ★ 井草四丁目 12番 1号
61 区立馬橋公園 ☆ 高円寺北四丁目 35番 5号
62 都立善福寺川緑地 ☆ 成田西三丁目 14番地
63 豊島区 区立西池袋公園 ★ 西池袋三丁目 20番 1号
64 都立文京高等学校 ☆ 西巣鴨一丁目 1番 5号
65 北区 区立桐ヶ丘中央公園 ★ 桐ヶ丘一丁目 8番
66 区立滝野川公園 ★ 西ヶ原二丁目 1番
67 区立北運動公園 ★ 神谷二丁目 47番 6号
68 荒川区 南千住給水所 □ 南千住八丁目 2番 6号
69 区立日暮里南公園 ★ 東日暮里五丁目 19番 1号
70 板橋区 三園浄水場 □ 三園二丁目 10番 1号
71 板橋給水所 □ 加賀一丁目 17番 1号
72 大谷口給水所 □ 大谷口一丁目 4番
73 都立城北中央公園 ★ 桜川一丁目 1番
74 区立城北公園 ★ 坂下二丁目 19番 1号
75 都立板橋高等学校 ☆ 大谷口一丁目 54番 1号
76 都立赤塚公園 ☆ 高島平三丁目 1番
77 区立西徳第二公園 ☆ 西台三丁目 42番 1号
78 練馬区 練馬給水所 □ 光が丘二丁目 4番 1号
79 区立大泉公園 ★ 大泉学園町六丁目 25番
80 区立学田公園 ★ 豊玉南三丁目 32番
81 区立はやいち公園 ☆ 早宮一丁目 47番 11号
82 区立みんなの広場公園 ☆ 石神井町八丁目 41番
83 足立区 小右衛門給水所 □ 中央本町三丁目 8番 1号
84 区総合スポーツセンター ★ 東保木間二丁目 27番 1号
85 区立千住スポーツ公園 ★ 千住緑町二丁目 1番 1号
86 区立諏訪木東公園 ★ 西新井三丁目 25番
87 区立大谷田南公園 ★ 中川四丁目 42番 1号
88 区立北鹿浜公園 ★ 鹿浜三丁目 26番
89 都立舎人公園 ☆ 舎人公園 1番 1号
90 区立北宮城町公園 ☆ 扇二丁目 37番 1号
91 江北給水所 □ 江北五丁目 5番

番号 区名 施設名 所在地
92 葛飾区 金町浄水場 □ 金町浄水場 1番 1号
93 水元給水所（都立水元公園内自由広場）□ 水元公園 4番
94 区立上千葉公園 ★ 東堀切三丁目 25番 1号
95 区立新小岩公園 ★ 西新小岩一丁目 1番 3号
96 区立渋江東公園 ☆ 東四つ木二丁目 15番
97 江戸川区 西瑞江給水所 □ 東瑞江一丁目 26番 2号
98 葛西給水所 □ 北葛西三丁目 9番
99 都立篠崎公園 ★ 上篠崎一丁目 25番
100 区立宇喜田中央公園 ★ 北葛西四丁目 15番
101 区立小岩公園 ★ 北小岩六丁目 43番
102 都立大島小松川公園 ★ 小松川一丁目 7番
103 都立葛西南高等学校 ☆ 南葛西一丁目 11番 1号
104 一之江抹香亭 ☆ 一之江五丁目 14番

区部【水道局設置分】小計　（104か所）
★ : 応急給水槽（1,500m3槽）
☆ : 小規模応急給水槽（100m3槽）

【都市整備局等所管分】
番号 区名 施設名 所在地
213 墨田区 白鬚東地区防災拠点 堤通二丁目
※	白鬚東地区防災拠点は、既存の貯水槽を給水拠点に位置づける。

【都営水道市町】
番号 区名 施設名 所在地
105 八王子市 鑓水給水所 □ 鑓水 401番地
106 西寺方給水所 □ 西寺方町1006番地 167
107 狭間給水所 □ 狭間町 1994番地 478
108 犬目第二給水所 □ 犬目町 710番地
109 高月給水所 □ 高月町 2240番地
110 散田給水所 □ 散田町二丁目 6番地 1
111 東浅川給水所 □ 東浅川町 674番地
112 寺田配水所 □ 寺田町 1359番地 4
113 元八王子配水所 □ 元八王子町三丁目 2750番地 487
114 北野給水所 □ 北野町 595番地 3
115 南陽台配水所 □ 南陽台三丁目 5番 1号
116 楢原給水所 □ 楢原町 1294番地 3
117 暁町配水所 □ 暁町三丁目 3番 1号
118 久保山配水所 □ 久保山町二丁目 15番地 1
119 大船給水所 □ 七国三丁目 56番 1号
120 鑓水小山給水所 □ 鑓水二丁目 92番地
121 南大沢給水所 □ 南大沢四丁目 25番地
122 都立陵南公園 ★ 長房町 1572番地
123 椚田ポンプ所 □ 椚田町 545番地
124 立川市 柴崎給水所 □ 柴崎町一丁目 1番 41号

（注 1）杉並浄水所は、運用を停止している。

災害時給水ステーション（給水拠点）一覧
	 （令和６年 5月 1日現在）
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番号 区名 施設名 所在地
125 立川栄町浄水所 □ 栄町五丁目 38番地の 5
126 立川砂川給水所 □ 砂川町六丁目 41番地の 1
127 市立松中公園 ☆ 西砂町一丁目 19番地の 12
128 三鷹市 上連雀給水所（西配水場）□ 上連雀九丁目 41番 4号
129 三鷹新川給水所（東配水場） □ 新川二丁目 1番 15号
130 青梅市 日向和田浄水所 □ 日向和田二丁目 370番地
131 千ヶ瀬浄水所 □ 千ヶ瀬町三丁目 464番地の 1
132 御岳山第一配水所 □ 御岳山 170番地の 3
133 成木配水所 □ 成木八丁目 690番地の 3
134 新町給水所 □ 新町五丁目 24番地の 1
135 二俣尾配水所 □ 二俣尾五丁目 107番地の 2
136 城山配水所 □ 東青梅六丁目 95番地の 1
137 梅郷配水所 □ 和田町二丁目 578番地の 1
138 府中市 府中武蔵台浄水所及び府中武蔵台ポンプ所 □ 武蔵台二丁目7番地及び武蔵台一丁目 25番地
139 若松給水所 □ 若松町四丁目 10番地
140 幸町給水所 □ 幸町二丁目 24番地
141 府中南町給水所 □ 南町一丁目 50番地
142 都立武蔵野公園 ★ 多磨町三丁目 2番地
143 調布市 上石原配水所 □ 上石原一丁目 34番地 7
144 仙川配水所 □ 仙川町三丁目 6番地 27
145 深大寺給水所 □ 深大寺南町五丁目 56番地 1
146 調布西町給水所 □ 西町 717番地
147 町田市 小野路給水所 □ 小野路町 2637番地 1
148 原町田浄水所 □ 原町田五丁目 13番 3号
149 滝の沢給水所 □ 旭町二丁目 7番 7号
150 野津田浄水所 □ 野津田町 3398番地
151 市立つくし野セントラルパーク ★ つくし野三丁目 19番地
152 市立鶴川中央公園 ☆ 鶴川六丁目 6番地
153 成瀬コミュニティセンター ☆ 西成瀬二丁目 49番 1号
154 市立忠生公園 ☆ 忠生一丁目 3番地
155 市立三輪中央公園 ☆ 三輪緑山三丁目 21番地
156 小金井市 梶野配水所 □ 梶野町五丁目 10番 33号

番号 区名 施設名 所在地
157 上水南給水所 □ 小平市上水南町三丁目 12番 36号
158 小平市 小川給水所 □ 小川町一丁目 847番地
159 市立津田公園 ☆ 津田町三丁目 39番
160 日野市 市立大坂西公園 ☆ 大坂上一丁目14番地の4
161 多摩平給水所 □ 多摩平二丁目 7番地の 2
162 程久保給水所 □ 程久保五丁目 10番地の 1
163 三沢配水所 □ 三沢 905番地の 2
164 日野旭が丘給水所 □ 旭が丘二丁目 42番地の 2
165 東村山市 八坂給水所 □ 富士見町五丁目4番地46
166 東村山浄水場 □ 美住町二丁目 20番地 236
167 美住給水所 □ 美住町二丁目 13番地 4
168 市立東村山運動公園 ★ 恩多町一丁目 9番地 5
169 市立秋津小学校 ☆ 秋津町三丁目 48番地 1
170 国分寺市 東恋ヶ窪配水所 □ 東恋ヶ窪二丁目 5番地 8
171 国分寺北町給水所 □ 北町四丁目 1番地 5
172 国立市 国立中給水所 □ 中三丁目 8番地 1
173 谷保給水所 □ 谷保 1462番地 1
174 西東京市 芝久保給水所 □ 芝久保町五丁目 9番 1号
175 保谷町給水所 □ 保谷町一丁目 5番 24号
176 西東京栄町配水所 □ 栄町二丁目 7番 6号
177 福生市 福生武蔵野台給水所 □ 武蔵野台二丁目 32番地
178 市立明神下公園 ★ 南田園一丁目 12番地 1
179 狛江市 和泉本町給水所（注 1）□ 和泉本町四丁目 6番 1号
180 東大和市 上北台給水所 □ 上北台一丁目 801番地 1
181 東大和給水所 □ 桜が丘三丁目 44番地
182 清瀬市 清瀬元町配水所 □ 元町二丁目 27番 12号
183 市立第 3保育園 ☆ 旭が丘三丁目 755番地 1
184 清瀬梅園給水所 □ 梅園一丁目 3番
185 東久留米市 南沢給水所 □ 南沢三丁目 9番 21号
186 滝山給水所 □ 滝山六丁目 1番 1号
187 武蔵村山市 学園配水所 □ 学園一丁目 5番地の 7
188 中藤配水所 □ 中藤二丁目 1番地の 3

番号 区名 施設名 所在地
189 市立中原公園 ★ 中原二丁目 21番地の 4
190 多摩市 桜ヶ丘配水所 □ 桜ヶ丘四丁目 10番地
191 落合配水所 □ 中沢一丁目 12番地
192 愛宕配水所 □ 愛宕二丁目 51番地
193 南野給水所 □ 南野二丁目 16番地
194 聖ヶ丘給水所 □ 聖ヶ丘四丁目 1番地
195 市立並木公園 ★ 和田 1551番地 1
196 稲城市 坂浜配水所 □ 坂浜 816番地
197 向陽台給水所 □ 向陽台六丁目 16番地
198 若葉台給水所 □ 若葉台一丁目 19番地
199 あきる野市 秋留台給水所 □ 秋川三丁目 2番地 10
200 菅生給水所 □ 菅生 683番地
201 上代継浄水所 □ 上代継 407番地
202 戸倉給水所 □ 戸倉 348番地 1
203 小峰台配水所 □ 小峰台 40番地
204 伊奈配水所 □ 伊奈 372番地 3
205 瑞穂町 石畑給水所 □ 石畑 2301番地
206 日の出町 文化の森給水所 □ 平井 3075番地

【都営水道市町以外】
番号 区名 施設名 所在地
207 武蔵野市 第一浄水場（注 2） □ 吉祥寺北町四丁目 11番 46号
208 第二浄水場（注 2） □ 桜堤一丁目 6番 6号
209 昭島市 西部配水場 □ 緑町二丁目 17番 16号
210 東部配水場 □ 朝日町四丁目 23番 28号
211 羽村市 第一配水場 □ 緑ヶ丘二丁目 18番地 5
212 小作浄水場 □ 小作台四丁目 2番地 1

多摩地区【都営水道市町以外】小計　（6か所）

□ : 浄水場・給水所
★ : 応急給水槽（1,500㎥槽）	
☆ : 小規模応急給水槽（100㎥槽）

（注 2）	運搬給水拠点（給水車等の車両への水の補給施設）	 	
拠点給水は、市立小中学校及び広域避難場所で行う。
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環境負荷低減に向けて12
近年、地球温暖化や海洋プラスチック問題など地球規模の環境問題が深刻化しており、地球環境の保全は人類共
通の課題となっています。
水道事業は、地球が育んだ水を資源としており、地球環境と密接に結び付いた事業ですが、浄水場を始めとして
多くの施設を運用しており、事業活動において多量のエネルギーを消費しています。水道局では、地球から全ての
生命への贈り物である水を大切にし、水道水源林の保全管理や水資源の有効利用を進めるとともに、エネルギーの
有効活用や資源のリサイクルなど、地球環境の保全に努めています。
今後とも総合的な環境施策を推進し、環境負荷の低減に取り組んでいきます。

環境対策を推進するために
水道局では、平成 12年 4月に環境施策を展開する指針として「東京都水道局環境基本理念」を定め、平成 16
年度以降、「東京都水道局環境計画」を定期的に策定し、具体的な取組と目標を明らかにしつつ、環境負荷の低減
に継続的に取り組んできました。

東京都水道局環境 5 か年計画 2020-2024
これまでの環境施策の成果や近年の水道局を取り巻く社会的状況を踏まえ、令和 2年 3月に「東京都水道局環境
5か年計画 2020-2024」を策定し、総合的な環境施策を推進していくこととしました。
東京都水道局環境5か年計画2020-2024では、環境基本理念の下、四つの「環境基本方針」（「CO2排出量の削減」、

「健全な水循環と豊かな緑の保全」、「持続可能な資源利用」及び「多様な主体との環境コミュニケーション」）と方
針に合わせた 37の具体的な取組事項を設定しています。
環境計画の実施に当たっては、計画（Plan）、実施（Do）、検証（Check）
及び見直し（Action）という PDCAサイクルを実践することで、取組
をより一層推進していきます。
さらに、お客さまをはじめとした関係者や、職員へ適切に情報提供を
行い、公営企業としての説明責任を果たすとともに、意見や要望等を可
能な限り施策に反映させていきます。こうした双方向のコミュニケー
ションを行うことにより、PDCAサイクルを効果的に運用し、着実に計
画を推進していきます。

《施策体系図》

東京都水道局環境基本理念
水は、私たちの生活に欠かせないものです。その水をはぐくむ地球環境を守ることは、人類共通の課題です。
東京都水道局は、安全でおいしい水を安定的に供給するという事業活動を通して、豊かな地球環境を次世代に
引き継いでいくために努力します。

環境基本⽅針１
CO2排出量の削減

環境基本⽅針２
健全な⽔循環と
豊かな緑の保全

環境基本⽅針３
持続可能な
資源利⽤

環境基本⽅針４
多様な主体との

環境コミュニケーション

環境基本方針 施策の方向性 取組事項

６項目

３項目

３項目

３項目

１項目

５項目

２項目

１項目

４項目

７項目

２項目

１ 省エネルギー化の推進
２ 再生可能エネルギーの導入拡大
３ 社会全体の脱炭素化の促進
４ 水道水源林の保全・機能向上
５ 都市部の水と緑のネットワーク形成への貢献
６ 水資源の有効利用
７ 廃棄物抑制とリサイクル推進
８ペーパーレス化の推進
９ 脱プラスチックの推進
10 お客さまとの連携
11 企業など様々な主体との連携

１　ＣＯ2排出量の削減

２　健全な水循環と豊かな緑の保全

３　持続可能な資源利用

４　多様な主体との環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
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環境会計
環境会計とは、環境対策の経費とその効果を総合的に把握し、費用対効果を明らかにするものです。
水道局では、事業経営とのバランスを踏まえた環境対策を一層推進していくために、平成 12年度から、全国の
自治体に先駆けて環境会計を導入し、以降、毎年度作成しています。
作成に当たっては、第三者の審査を受け、信頼性及び透明性の一層の向上に努めています。

環境報告書
水道局が取り組んでいる環境保全活動の概要を公表するため、平成 12年度から、水道事業と環境との関わりや
環境施策の取組状況等をまとめた東京都水道局環境報告書を毎年度作成しています。

水を大切にする都市を目指して
東京都では、昭和 48年に急増する「水道需要を抑制する施策」を発表し、昭和 58年に「東京都水道局節水型
都市推進委員会」を設置するなど、様々な施策を実
施してきました。その後も、昭和 62 年の渇水を契
機に「節水型都市づくりを考える懇談会」を設置し、
昭和 63年には今後の施策の在り方についての答申
を受け、関係局で構成する「節水型都市づくり推進
連絡協議会」を設置するなど、全庁的な対応を図っ
てきました。
さらに、平成 29 年に策定された「都市づくりの
グランドデザイン」に基づき、都市が有するあらゆ
る水資源が都市活動に生かされていることを目標に、
限りある水資源の有効活用を図っています。

上手な水の使い方
水を上手に使っていく上で大切なことは「節水」です。
水道局では、炊事、洗濯、風呂など日常生活の中での具体
的な節水方法を紹介するとともに、常時、お客さまからの節
水に関する相談に応じています。
また、川や湖を汚さないことも大切です。私たちが利用し
た水は排水として下水処理され、自然に返されます。そして、
その水を再び利用しています。こうした地球規模での水循環
の点からも、水を汚さないよう注意して利用する必要があり
ます。

水の有効利用の推進
水洗トイレや洗車などに使う水（雑用水）は、水道水ほど
の清浄さを必要としません。このため、雑用水として、一部
のビルや団地の水洗トイレ、散水、洗車などに、雨水や再生
水（下水などを浄化処理した水）などが有効利用されており、
都庁舎の水洗トイレや新交通システム「ゆりかもめ」の洗車
用水などにも使われています。
東京都では、「雑用水利用に係る指導指針（昭和 59 年）」
及び「東京都雨水利用・雨水浸透促進要綱（平成 10年）」に
基づき、一定規模以上の建築物について、雑用水利用施設の
設置をお願いしてきました。そして、平成 15年 7月には両
者を一本化して ｢水の有効利用促進要綱｣ を制定し、引き続

これだけの汚れのもとを水に流したら ?

から

小さな工夫で大きな節水
用　途

使用目的 状　　態 水量の目安

一　
　
般　
　
家　
　
庭

蛇　
　
口

洗面・
手洗い 1分間流しっ放し 約 12リットル

歯磨き 30秒間流しっ放し 約 6リットル
コップにくむ 約 0.6リットル

炊事 食器洗いなどで5分間流しっ放し 約 60リットル

洗車 流しっ放し 約 90リットル
バケツにくむ 約 30リットル

※節水コマを取り付け、ハンドルを
90度回転させた場合（1分間） 約 6リットル

ふろ 浴槽の残り湯の半分を
洗濯・清掃などに利用 約 90リットル

シャワー 3分間流しっ放し 約 36リットル

（参考）世帯人員別の 1か
月当たりの平均使用水量

世帯人員 使用水量
1人 8.1㎥
2人 14.9㎥
3人 19.9㎥
4人 23.1㎥
5人 27.8㎥
6人以上 34.1㎥

	（令和 2年度　生活用水実
態調査）

※	あくまでも平均であり、
ご使用状況によって使用
量は異なります。

家庭での水の使われ方

風呂
43%

トイレ
20%

洗濯
16%

炊事
15%

洗面・その他
6%

（令和3年度	一般家庭水使用目的別実態調査）
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き水の有効利用を推進しています。令和 6年 3月末で、都内では、循環利用施設 859件、雨水利用施設 1,915 件
が稼働しています（一定規模以上の建築物が対象）。
また、東京都自らも都立施設への雑用水利用の導入を積極的に進めています。水道局では「東京都水道局庁舎等
に係る水有効利用設備設置基準」を定め、庁舎等の新築及び改造に際し、水有効利用設備を設置して、水資源の有
効活用を図っています。

Tokyowater�Drinking�Station の推進
公共性の高い場所に設置されている水飲栓及びイベントの際に水道局が設置する可動型の水飲栓を

「Tokyowater	Drinking	Station」とし、水道水の飲用、それを通じた環境配慮行動の促進を図っていきます。

漏水防止対策の推進
水道局では、主要施策の一つとして、水道管の計画的な取替えなどの漏水防止対
策を積極的に進めています。特に、漏水の発生しやすい鉛製給水管については、順
次配水管からの取り出し部から宅地内の水道メータまでの部分についてステンレス
鋼管や塩化ビニル管に取り替える材質改善工事を実施し、平成18年度末までに私道・
宅地内メータまでの鉛製給水管をおおむね解消しました。
これらの取組の成果もあり、平成 4年度に 10.2 パーセントであった漏水率は、
令和 5年度に 3.9 パーセントとなり、世界最高水準の漏水率の低さとなっています。
なお、地上に流出した漏水は、お客さま等からの通報を受け、水道局が 24時間
体制で対応し、原則として即日修理しています（令和 5年度漏水修理 7,612 件）。
また、地下に潜在する漏水については、夜間に漏水調査を実施するなど、その発見・
修理に努めています（令和5年度調査延長約2,055キロメートル､漏水修理273件）。
これからも引き続き、貴重な水資源の有効活用や道路陥没などの二次被害防止の
ため漏水防止対策を推進していきます。

エネルギーの効率化
水道水を供給するには、浄水場や給水所のポンプ運転に多量の電力を使
用します。このため、水道局では、従来の省エネルギー対策に加え、太陽
光や水力といった再生可能エネルギーの有効活用を行うなど、エネルギー
の効率化に積極的に取り組んでいます。

太陽光発電
太陽光発電は、太陽の光エネルギーを電気に変換する発電方法であり、
発電に際して二酸化炭素を排出しないクリーンなエネルギーです。
平成 6年度、東村山浄水場に配水池の上部を利用して太陽光発電設備（定
格出力 70キロワット）を設置しました（平成 28年度に撤去済み）。
また、平成 15年度から平成 18年度までの 4年間で、浄水場等のろ過
池覆蓋化に併せて太陽光発電設備を8か所（総発電規模5,180キロワット）
に設置しました。
さらに、配水池上部や建屋屋上を利用した太陽光発電設備を平成 21年
度から令和 5年度までに 16か所（総発電規模 4,343 キロワット）に設置
しました。

夜間の漏水発見作業

配水池上部に設置した太陽光発電設備

太陽光発電設備の設置状況
施設名称 設置場所 定格出力

（kW） 設置年度

小河内貯水池 陸上 153 平成 10年度
高月浄水所 ろ過池覆蓋上部 20 平成 15年度
朝霞浄水場 ろ過池覆蓋上部 1,200 平成 16年度
三園浄水場 ろ過池覆蓋上部 400 平成 16年度
小作浄水場 ろ過池覆蓋上部 280 平成 16年度
東村山浄水場 ろ過池覆蓋上部 1,200 平成 18年度
長沢浄水場 ろ過池覆蓋上部 200 平成 18年度
金町浄水場 ろ過池覆蓋上部 800 平成 18年度
三郷浄水場 ろ過池覆蓋上部 1,080 平成 18年度
小作浄水場 配水池上部 180 平成 21年度
砧浄水場 配水池上部 80 平成 22年度

金町浄水場 配水池上部・建
屋屋上 517 平成 26年度

楢原給水所 配水池上部 250 平成 26年度

朝霞浄水場 配水池上部・建
屋屋上 500 平成 27年度

国分寺緊急
資材置場 建屋屋上 49 平成 27年度

鑓水小山給水所 配水池上部 486 平成 27年度
三園浄水場 配水池上部 330 平成 28年度
東村山浄水場 配水池上部 833 平成 28年度
八王子給水
事務所 駐車場屋根上部 9 平成 27年度

※
江東給水所 配水池上部 300 令和元年度
上北台給水所 配水池上部 100 令和 2年度
金町浄水場 管理本館屋上 89 令和 2年度
三郷浄水場 建屋屋上 100 令和 3年度
清瀬梅園
給水所 配水池上部 400 令和 5年度

深大寺給水所 配水池上部 120 令和 5年度
合　計 9,676 -

	 ※環境局より水道局へ移管（令和元年度）
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水力発電
水力発電は、地形の高低差等から生じる水のエネルギーを電気に変換する発電方法であり、太陽光発電と同様に
発電に際して二酸化炭素を排出しないクリーンなエネルギーです。
水道局が導入している水力発電の発電方法として、一つは原水を引入れる際の高低差を利用し発電する方法のも
のがあります。もう一つは、管路内の余剰圧力を利用して発電する方法です。高低差のある二つの給水所に 1本の
管路で送水する際、低い位置の給水所では引入れの際に余剰圧力が生じてしまいます。この圧力を水力発電機によ
り回収し、発電を行う仕組みです。
平成 12 年度に、東村山浄水場
に水力発電設備（最大出力 1,400
キロワット）を設置して以降、継
続的に導入を進めてきています。
平成 30 年度には江北給水所に新
たに小水力発電設備を設置し、水
力の総発電規模は 2,281 キロワッ
トに達しました。

コージェネレーションシステム
コージェネレーションシステムとは、一つ
の設備から二つ以上のエネルギーを発生させ
るもので、水道局では、常用発電設備にコー
ジェネレーションシステムを採用しています
（注）。
平成 10 年 10 月、東村山浄水場に常用発
電設備（機器仕様 1,600 キロワット× 2台、
供給能力 3,200 キロワット）を設置しました。
また、平成 17 年 4月には PFI 事業により
朝霞浄水場（機器仕様 4,020 キロワット× 3
台 +6,280 キロワット、非常時契約供給能力
17,200 キロワット）及び三園浄水場（機器
仕様 1,400 キロワット +2,100 キロワット、
非常時契約供給能力 3,420 キロワット）にそ
れぞれ導入しています。

注　常用発電のコージェネレーションシス
テムは、電力と熱を同時に活用するため、エ
ネルギー利用効率が従来の発電のみのシステ
ムに比べて高くなります。
また、燃料に用いている都市ガスは、重油等
に比べ、燃焼に伴い発生する二酸化炭素や窒
素酸化物が少ないという特性を持っています。

水力発電設備の設置状況
施設名称 最大出力

（kW） 設置年度 備考

東村山浄水場 1,400 平成 12年度 高低差を利用
南千住給水所 95 平成 16年度

余剰圧力を利用亀戸給水所 90 平成 19年度
八雲給水所 300 平成 21年度
葛西給水所 340 平成 25年度
ひむら浄水所 7 平成 26年度 高低差を利用
江北給水所 49 平成 30年度 余剰圧力を利用
合　計 2,281 -

給水所における小水力発電設備

浄水場における水力発電イメージ（東村山）

引入れの余剰圧力と流量による
未利用エネルギ－の有効利用

Ａ給水所への送水に
必要な圧力

Ｂ給水所に
おける引入
余剰圧力

給水所における小水力発電イメージ

:
:

:

:

コージェネレーションシステム　イメージ

38



途上国の大都市では、急激な経済成長や人口増加等に伴い、
水不足や水質汚染が顕在化していますが、これらの課題の多
くは、都の水道事業が歩んできた長い歴史の中で直面し、解
決してきたものです。
東京水道グループでは、主にアジアの諸都市からの要請に
応じ、訪日研修や講師派遣などを行うとともに、近年では民
間企業と連携し、政府開発援助（ODA）を活用しながら、海
外諸都市の水道事情改善のための技術協力やインフラ整備を
進めています。
また、自らの事業運営の中で培った実践的な技術力・事業
運営力を、海外の関係主体へ発信し、水道事情の改善に貢献
していきます。

人材育成
訪日研修
アジアの水道事業体を中心に、平成 31 年度から令和 5 年
度までの 5年間で、600名以上の研修生を受け入れています。

講師派遣
途上国の水道事業体が抱える課題について、必要な専門知識

や技術を持つ職員を専門家として派遣しています。派遣された
専門家は、現地での課題抽出や改善提案などを行います。

事業推進
技術協力事業
途上国の水道事業体における専門家育成などの技術協力事業を行っています。
具体的には、国際協力機構（JICA）の技術協力プロジェクトをミャンマーで実施しています。
また、タイ王国首都圏水道公社、台湾自来水公司、台北自来水事業処及びミャンマー・ヤンゴン市開発委員会と
それぞれ技術協力等に関する覚書を締結し、講師派遣などを通じた技術協力を行っています。

インフラ整備・運用事業
民間企業と連携し、実際に現地の水道事情を改善する無収水（注 1）対策事業に取り組んでいます。
平成 26年度にミャンマーで実施した事業では、対象地域の無収水率を 77パーセントから 32パーセントに削減
したほか、24時間給水を実現するなど、現地の水道事情を大きく改善しました。
また、上記成果を踏まえ、平成 28年 10月から、対象地域を拡大した無収水対策事業を実施しています。

情報発信
国際会議関係
国内外で開催される国際会議へ積極的に参加し、論文発表や展示会を通じて、東京水道グループの技術やノウハ
ウを、世界に向けて広く発信しています。
平成 30年（2018 年）9月には、第 11回国際水協会（IWA）（注 2）世界会議・展示会が東京で開催され、知
事の基調講演や職員による論文発表等を通じ、優れた技術やノウハウを世界に発信しました。
また、令和５年（2023年）10月には、東京都の SusHi	Tech	Tokyo の取組の一環として、下水道局と共同で
海外 27都市の水道・下水道事業体等との国際イベントを開催し、水分野に関する意見交換やビジネスマッチング
等を実施しました。

知見の共有等
海外水道事業体の実務者などに向けたホームページを開設し、技術やノウハウ、各国水道事業体の先進的な取組
などの知見の共有を図っています。

国際展開13

注 1　無収水
　　　	漏水に加え、盗水やメータ誤差等、料金収入につながっていない水のこと

注 2　国際水協会（IWA）
　　　	水の効率的な管理と水処理技術の向上を通して、世界における安定的かつ安全

な水の供給及び公衆衛生に寄与することを目的として設立された非営利機関

国際展開の体系
人材育成　	東京水道グループの優れた技術・ノウハウを伝え、海

外水道事業体の職員の育成に貢献
事業推進　	東京水道グループの技術力で海外都市の水道事情を改善
情報発信　	東京のプレゼンス向上のため、東京水道グループの先

進的な取組を広く国内外に発信

国際展開のスキーム

国・政府関係機関等

プレゼンスの向上 水道事情の改善

支援・連携

働きかけ
・ＯＤＡなど、国際協力に関する
　資金を活用した案件形成

取組実施
・訪日研修
・講師派遣
・民間企業と
　連携した
　事業推進
　など

国際会議に
おける
プレゼン
テーション

知見の共有

支援要請

取組メニュー
発信

人的ネットワーク

途上国の水道事業体

東京都水道局 東京水道（株）連携

東京水道グループ

国内外の関係主体

情報発信 人材育成・育成推進
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東京の水道の財政14
東京都の水道事業は、地方公営企業法に基づき地方自
治体が経営する企業として運営されています。そして、
企業の経営成績及び財政状態を明らかにするため、会計
制度は企業会計方式を採っているほか、事業に必要な経
費は経営に伴う収入（水道料金収入）をもって充てると
いう独立採算制を原則に経営を行っています。
このため、事業の運営に当たっては、本来の目的であ
る公共の福祉を増進するとともに、常に効率的な事業運
営を図り、企業の経済性を発揮することが求められてい
ます。
水道事業は、現在及び将来にわたり都民への安定給水
を確保することを使命としており、そのためには、水源
の確保、水道施設の整備等の諸事業が不可欠です。そし
て、これらを着実に推進していくためには、何よりも財
政基盤が確立されていなければなりません。
持続可能な水道事業の実現に向けて、社会情勢の変化
等にも的確に対応しつつ、業務の効率化など徹底した経
営努力により、健全な財政運営を行っていくため、令和
3年度から令和 7年度までを計画期間とする「東京水
道経営プラン 2021」を令和 3年 3月に策定しました。
このプランに基づき、経営の一層の効率化と財政の安
定化に努めています。

給水原価の内訳
水道水を 1立方メートルお届けするのに 223円掛か
ります。その内訳は、次のとおりです。

収益的収支 資本的収支

貸借対照表
（令和 6年 3月 31日）

給水原価
223円
（税込）

水源林
ダムなど

20円 高度浄水処理

浄水場

6円

25円
31円

160円

給水所給水所
24円24円

送配水管
136円

12円

メータの検針、料金の徴収、
窓口サービスなどの費用

原水を調達する費用

令和５年度決算による

水道水を蛇口までお届けする費用

水道水を
つくる費用

支払利息など
24

純利益

22

施設の

維持管理、

給水、料金

収納などの

費用水道料金

収入

2,827 2,537

その他

566

減価
償却費など

810

3,393億円

収入 支出

3,371億円

企業債の
償還金など

173

施設の建設・
改良の費用

1,116

企業債　357

収支不足
△914

国庫補助金及び
一般会計出資金

69

その他 20

前年度からの
繰越工事資金

63

翌年度への
繰越工事資金

98

国庫補助金及び
一般会計出資金

9

その他 13

前年度からの

繰越工事資金
101

翌年度への

繰越工事資金
105

収収入入
271億円

収入
480億円

支出
1,394億円

資本金
固有資本金、
組入資本金

など

資資産産
億円
資産 負債

資本

流動資産

現金など

繰延勘定
企業債

発行差金

0

固定資産
土地、建物

など

資本金

固有資本金、

組入資本金

など

19,200

固定資産

土地、建物など

26,024

流動負債
未払金、
前受金など

2,031

28,909億円 6,427億円

資本

22,482億円

固定負債

退職給付引当金、
修繕引当金
など

2,920

繰延収益

長期前受金など

1,476

剰余金

国庫補助金、
未処分利益
剰余金など

3,282

2,885

事業の管理・運営に関する
収入支出（税抜き）

施設の建設・改良などに関する
収入支出（税抜き）

令和５年度決算

※資本的収支の収支不足額については
　損益勘定留保資金等で補塡しました。
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東京の水道の歴史15

江戸時代の水道
東京の水道の歴史は、遠く江戸時代に遡ることができます。
江戸時代の水道は上水とも呼ばれ、石や木で造られた水道管（石

せき　ひ
樋及び木

もく　ひ
樋）によって上水井戸に導かれ、人々

はそこから水をくみ揚げて飲料水・生活用水として使用しました。
江戸上水の起源は、天正 18年（1590年）、徳川家康の江戸入府時に小石川周辺に開設されたという伝承があり、
これが後に神田上水へと発展したともいわれています。
その後、上水は順次拡張され、承応 3年（1654年）には玉川上水が完成し、さらに、元禄 9年（1696年）までに、
本所（亀有）上水、青山上水、三田上水及び千川上水が整備されました。
しかし、享保 7年（1722 年）、神田上水及び玉川上水以外の 4上水は廃止され、江戸時代の後半は主に神田上
水及び玉川上水の 2上水が江戸の暮らしを支えました。

近代水道の創設
明治時代を迎え、江戸から東京へと変わりましたが、水道は依然として江戸時代の神田上水及び玉川上水を利用
していました。
しかし、上水路の汚染や木

もく　ひ
樋の腐朽といった問題が生じ、また、消防用水の確保という観点からも、近代水道の

創設を求める声が高まりました。さらに、明治 19年（1886 年）のコレラの大流行は、近代水道創設の動きに拍
車を掛けました。
こうして、明治 21年（1888年）、東京近代水道創設に向けて具体的な調査設計が開始されました。
この水道は、玉川上水路を利用して多摩川の水を淀橋浄水場へ導いて沈殿及びろ過を行い、有圧鉄管により市内
に給水するもので、明治 31年（1898年）12月 1日に神田・日本橋方面に通水したのを初めとして、順次区域を
拡大し、明治 44年（1911年）に全面的に完成しました。

これまでの歩みと今後
近代水道創設工事完成から 2年後の大正 2年（1913年）には、村山貯水池及び境浄水場の建設を中心とする第
一水道拡張事業が開始されました。
関東大震災の後、都市化の波は東京市の近郊に及び、昭和 7年（1932年）、町営・町村組合経営の 10水道は市
営に統合されました。
また、民営 3水道も順次買収し、東京の水道の原形が整いました。
市域拡張に伴って増大する水需要に対応するため、小河内貯水池及び東村山浄水場の建設を中心とする第二水道
拡張事業が昭和 13年（1938年）に着工されました。
第二次世界大戦後は、焼け跡の漏水修繕等復旧作業に全力を傾けるとともに、戦争により中断していた第二水道
拡張事業等を再開し、また、相模川系水道拡張事業等の事業を開始しました。
昭和 30年代の戦後の復興期から高度経済成長期に入ると、東京は急激に発展し、水の需給は更にひっ迫してき
ました。これを解消するため、長年の悲願であった利根川を水源とする新たな拡張事業が四次にわたり展開されま
した。この結果、金町浄水場及び東村山浄水場の拡張、朝霞・小作・三園及び三郷の各浄水場の建設、送・配水幹
線網整備等が順次進められ、東京都水道局の浄水場は現在では 1日当たり 684万立方メートルの施設能力を有し
ています。
そして近年は、安全でおいしい水に対するニーズの高まりに応えるため、利根川系原水全量を対象とした高度浄
水処理の導入を達成したほか直結給水化の促進等、お客さまにお届けする水のおいしさについての改善も進めてお
り、東京の水道は供給する水の量のみならず、質の面においても世界有数のレベルに達しています。
今後、東京都水道局は、将来にわたり、安全でおいしい水を安定的に供給するため、環境負荷低減に取り組みつつ、
安定した水源の確保や耐震性強化、浄水場の更新等に引き続き取り組んで参ります。さらに、これまで近代水道創
設以来 120年以上培った技術を基に国内外への貢献を進め、水道界をリードする水道を目指します。
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東京水道名所

水道局では、技術、景観、歴史等が特に優れている 7つのインフラ施設等を東京水道名所として選定し、様々な
機会を通じて PRを行っています。
	 ❶❷❸東京水道の PR施設（詳細は、17 東京水道の PR施設�参照。）

東京水道名所16

東京水道の PR 施設17

❶奥多摩　水と緑のふれあい館
水と緑と奥多摩を再発見し、人
と自然について考え、都市と水源
地との交流を図る場所です。奥多
摩の自然と歴史、水の大切さやダ
ムの仕組みなどを分かりやすく紹
介しており、3Dシアターでは迫
力ある立体映像を楽しむことがで
きます。
休 館日　水曜日（休日の場合は翌日）・

年末年始
　　　　　（12月28日から1月4日まで）
所在地　西多摩郡奥多摩町原 5番地
電 話　0428−86−2731
交 通　JR青梅線奥多摩駅前から

「奥多摩湖」、「鴨沢西」、「丹波」、
「小菅の湯」、「峰谷」又は「留
浦」行きバス約 20分「奥多摩
湖」バス停下車　目の前
※周辺に無料駐車場あり

❷東京都水道歴史館
江戸上水開設から現在に至る
400年余りの水道の歴史を展示し
ています。江戸時代の人々と上水
との関わりや近代から現在までの
水道事業の取組を、子供から大人
まで楽しみながら学ぶことができ
る施設です。
休館日　毎月第 4月曜日
　　　　（休日の場合は翌日）・
　　　　年末年始
　　　　（12月28日から1月4日まで）
所在地　文京区本郷二丁目 7番 1号
電 話　03− 5802− 9040
交 通　JR中央線・総武線
　　　　御茶ノ水駅・水道橋駅
　　　　地下鉄丸ノ内線・大江戸線
　　　　本郷三丁目駅
　　　　各駅下車徒歩約 8分

❸東京都水の科学館
水の不思議と大切さを科学の視点で
紹介し、楽しみながら水と水道への興
味を深めることができる体感型ミュー
ジアムです。迫力ある大画面のシアター
では、まるで水の一粒になった感覚で、
水源から蛇口までの「水の大循環」を
体感。実際に稼働している有明給水所
を探検する「アクアツアー」もあり、
ふだんは決して見ることのできない地
下に設置された巨大な水道施設を間近
に見学することが可能です。
休館日　月曜日（休日の場合は翌日）・年末年始
　　　　　（12月 28日から 1月 4日まで）
所在地　江東区有明三丁目 1番 8号
電 話　03− 3528− 2366
交 通　ゆりかもめ　東京ビッグサイト駅
　　　　　りんかい線　国際展示場駅
　　　　　各駅下車徒歩 8分
　　　　　都バス　武蔵野大学前
　　　　　下車徒歩 3分
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	 令和 6年 8月末現在
名称（所管区域） 所　管　内　容 電話番号 ファクシミリ番号

水道局お客さまセンター お引っ越し、料金、
漏水修繕など

0570-091-100（ナビダイヤル）
（03-5326-1101・042-548-5110）

03-5790-0572（区部）
042-548-5115（多摩）

区

部

名　　　　　称 所　管　区　域 所　　　在　　　地
（お問合せは、水道局お客さまセンターにお願いします。）

千代田営業所
千代田区

千代田区内神田二丁目 1番 12号
中央区

港営業所 港区 港区三田一丁目 3番 27号
新宿営業所 新宿区 新宿区内藤町 87番　四谷区民センター 3階

文京営業所
文京区

文京区西片二丁目 16番 23号
台東区

墨田営業所 墨田区 墨田区千歳二丁目 2番 11号
江東営業所 江東区 江東区新砂一丁目 7番 2号
品川営業所 品川区 品川区西中延一丁目 9番 10号
目黒営業所 目黒区 目黒区中町二丁目 43番 18号
大田営業所 大田区 大田区平和島一丁目 1番 2号　平和島ベイオフィス 7階
世田谷営業所 世田谷区 世田谷区太子堂一丁目 13番 13号
渋谷営業所 渋谷区 渋谷区千駄ヶ谷四丁目 3番 15号
中野営業所 中野区 中野区中野一丁目 5番 7号
杉並営業所 杉並区 杉並区和泉三丁目 8番 10号
豊島営業所 豊島区 豊島区西池袋一丁目 7番 7号東京西池袋ビルディング 2階
北営業所 北区 北区赤羽台三丁目 3番 21号
荒川営業所 荒川区 荒川区南千住六丁目 40番 1号
板橋営業所 板橋区 板橋区氷川町 3番 6号
練馬営業所 練馬区 練馬区中村北一丁目 9番 4号
足立営業所 足立区 足立区中央本町三丁目 8番 2号
葛飾営業所 葛飾区 葛飾区立石八丁目 17番 4号
江戸川営業所 江戸川区 江戸川区松江五丁目 4番 12号

多

摩

地

区

名　　　　　称 所　管　区　域 所　　　在　　　地
（お問合せは、水道局お客さまセンターにお願いします。）

八王子サービスステーション 八王子市※1 八王子市元本郷町四丁目 19番 1号
立川サービスステーション 立川市、国分寺市、国立市 立川市緑町 6番地の 7
青梅サービスステーション 青梅市、瑞穂町、奥多摩町 青梅市師岡町一丁目 1301番地の 10
府中サービスステーション 府中市 府中市寿町三丁目 4番地の 6
調布サービスステーション 三鷹市、調布市、狛江市 調布市国領町七丁目 29番地 5
町田サービスステーション 町田市※1 町田市木曽東一丁目 4番 1号
小平サービスステーション※2 小金井市、小平市※2 小平市花小金井一丁目 6番 20号
日野サービスステーション 日野市 日野市多摩平二丁目 7番地の 2

東久留米サービスステーション 西東京市、清瀬市、東久留米市 東久留米市滝山六丁目 1番 1号
東大和サービスステーション 東村山市、東大和市、武蔵村山市 東大和市上北台三丁目 447番地
多摩サービスステーション 多摩市、稲城市、多摩ニュータウン地域 多摩市山王下一丁目 17番地

あきる野サービスステーション 福生市、あきる野市、日の出町 あきる野市秋川三丁目 2番地 10
※1　多摩ニュータウン地域を除く。
※2　	小平サービスステーションは、令和７年２月２１日をもって業務終了します。同年２月２５日以降、小金井市域は府中サービスステーションに、

小平市域は東久留米サービスステーションに、それぞれ所管区域が変更となります。

営業所等一覧

編集・発行　東京都水道局サービス推進部サービス推進課
（電話　03-5320-6326）

令和 6年 9月発行（令和 6年度第 4類第 145号）

ホームページや SNS でも情報をお届けしています !

東京都水道局ホームページ
	 https://www.waterworks.metro.tokyo.lg.jp/

東京都水道・下水道公式X（旧Twitter）
	 https://x.com/tocho_suido


